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　我が国の人口は、２００８年をピークに減少局面に

突入しており、本県の人口も、中長期的には減少が見

込まれています。

　こうした状況の中、急激な人口減少に歯止めをか

け、地域の活力を取り戻す「地方創生」を実現するため

には、本県の「強み」を生かして、市町村、県民の皆様、

企業や団体の方々と一丸となって、取組を進めること

が必要です。

はじめに

　本県は、東京圏に位置し、豊かな自然環境や魅力ある観光地、優れた都市機能とともに、

成田空港や東京湾アクアラインといった世界に誇れる社会基盤、全国でも有数の農林水産業・

商工業などの産業構造を有しており、様々な「ポテンシャル」や「宝」に溢れています。

　これらを最大限に活用することにより、千葉県という空間全体で、様々な価値観を持つ方々

に、地方創生の実現に向けて重要となる「働く場」や「子育ての場」、「住まいの場」「憩いの場」

を提供できる「総合力の高さ」、これこそが本県の「強み」であると考えています。

　このたび、県では、県人口の現状と将来展望を示す「千葉県人口ビジョン」と、今後５年間

の目標や施策の方針をまとめた「千葉県地方創生『総合戦略』」を策定しました。

　今後は、この「人口ビジョン」及び「総合戦略」に基づき、２０２０年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技の本県開催を絶好の機会として捉え、本県の「強み」を生かして、各地域の

活性化を図り、本県の発展の礎となる基盤をつくり上げるとともに、若い世代の希望がかな

えられる魅力ある雇用の場の創出や、安心して子どもを生み育てられる環境の整備などに、

着実に取り組んでまいります。

　県民の皆様が「千葉で生まれて、住んで、働けてよかった」と誇れるような「くらし満足度

日本一」の千葉をみんなでつくり上げ、光輝く千葉をしっかりと次の世代に引き継いでまい

りましょう。

　平成２７年１０月

　　　　　　　　　　　　　　　　 千葉県知事
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（１）総合戦略を支える４つの基本的視点･･･ 2

（２）計画期間･･･････････････････････････ 3



　来るべき人口減少社会の中においても、県民が満足して暮らせることができるように、急
激な人口減少の歯止めと地域経済の活性化を図るとともに、持続可能な地域社会の確立のた
め、以下の4つの視点に基づき、総合戦略Ⅰ「東京オリンピック・パラリンピックを契機と
した『世界中から人々がやってくるCHIBA』づくり」と、総合戦略Ⅱ「地方創生の実現に向
けた千葉づくり」を着実に推進することにより、千葉県ならではの地方創生に取り組む。
　なお、本県では、2013年（平成25年）に千葉県総合計画「新　輝け！ちば元気プラン」を
策定し、2013年度（平成25年度）から2016年度（平成28年度）までの4年間で、くらし満
足度日本一の実現に向けた取組を重点的に進めているところであり、本戦略は、総合計画の
下、こうした取組を加速し、次期総合計画へ展開していくものである。

　人口減少の影響は、中長期にわたり、幅広い分野に生じる。
　そのため、一過性の対症療法的なものではない、中長期的かつ総合的な取組を進める。

　産業、地域コミュニティをはじめ地域の活力を支えるのは、千葉を愛する「ひと」である。
　そのため、千葉に愛着を持ち、相互に支え合う「ひとづくり」の取組を進める。

　地方創生は、それぞれの地域が独自性を生かし、潜在力を引き出すことにより、地域の活
力を高めていこうとするものである。
　千葉県は、地勢的に東京に隣接するとともに、社会基盤も充実し、また、バランスのとれ
た産業構造を有している強みがある。
　そのため、本県の特色や地域資源※といった「千葉の宝を徹底的に生かした」取組を進める。

（１）
総合戦略を支える
４つの基本的視点

総合戦略の基本的な考え方

①

②

③

中長期的かつ総合的な取組

千葉を愛し、時代を担うひとを育む取組

本県の特性や強みを生かした取組

多古町 栗山川沿いの菜の花畑
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　多様化する県民ニーズや社会・経済情勢の変化を的確に把握し、柔軟かつ効率的な行政運
営を行うためには、県内市町村、近隣都県との連携促進を図ることが重要である。
　そのため、防災、医療・福祉をはじめ、県内の地域間連携や近隣都県との連携促進を図る。

④ 地域間の連携した取組

　平成27年度から平成31年度までの5年間の計画とする。

（２）
計画期間

総合戦略の基本的な考え方
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2015世界陸上競技選手権北京大会　事前キャンプ（Juntendo International 2015・提供：佐倉市）



　約半世紀ぶりに開催される東京オリンピック・パラリンピックが、
千葉県内においても競技開催されることは、千葉の魅力を高める未
来への投資を行い、千葉県の発展につながる「宝」を磨きあげるとと
もに、これを広く国内外に発信することにより、「世界中から人々
がやってくるCHIBA」を作り上げる千載一遇のチャンスである。
　この実現に向けた取組は、新しい人の流れを創出し地域経済の活
性化を図るとともに、多様な主体が連携し安全で安心して快適に過
ごせる環境を整備し、子どもたちが誇れる千葉を「オール千葉」体制
で作り上げるものであり、まさに、地方創生の核となるものである。
　このため、「2020年東京オリンピック・パラリンピックに向
けた千葉県戦略」を本「総合戦略」に位置付け、2020年までの5
年間における取組を推進することにより、地方創生の実現を目指す。

数値目標

観光入込客数※

現状値　165,930千人（25年） 196,650千人（31年）

外国人延宿泊数※

現状値　2,667千人泊（26年）  増加を目指す（31年）
通訳ボランティア※新規養成者数

現状値　－（26年度）  500名（31年）

➡

➡

➡
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ア　競技会場にふさわしい環境の整備
　選手達が大会で最高のパフォーマンスを発揮できるよう、公益財団法人東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会組織委員会と連携を図りながら競技会場の整備を進める。また、
大会開催を機に訪れる多くの人々が快適に観戦や観光を楽しめるよう、周辺施設のバリアフ
リー化や多言語対応を促進するなど、競技会場にふさわしい環境を整備する。
　また、国内外から訪れる多くの人々を迎えるためのおもてなし力の向上や情報提供の充実
など、受入体制の整備を進めるとともに、会場周辺地域の賑わいづくりや競技開催地として
の都市イメージの向上、さらに、幕張新都心の国際ブランドイメージの構築を目指すことに
より、地域の活性化を図る。

◦幕張メッセの施設改修及び競技会場周辺の環境整備	
◦受入体制の整備と競技会場周辺地域の活性化

イ　オリンピック・パラリンピックムーブメントの推進
　多くの県民が大会に関わることができるよう、国内外から来県する大会関係者や選手、観

　県内でのオリンピック競技開催は、本県の国際的な魅力や知名度を高めるとともに、国際
交流の推進や将来を担う人づくりなどにおいても、絶好のチャンスとなるものである。この
ため、大会の成功に向けて、競技会場にふさわしい環境の整備やオリンピック・パラリンピッ
クムーブメント※の推進を図るとともに、大会開催効果の全県への波及に取り組むことによ
り、県内各地域の活性化を図る。

① 大会の成功・開催効果の全県への波及

観光入込客数【再掲】

現状値　165,930千人（25年） 　 196,650千人（31年）

外国人延宿泊数【再掲】

現状値　2,667千人泊(26年) 　 増加を目指す（31年）

開催競技やオリンピック・パラリンピックに関する普及・啓発イベントの
開催件数（累計）

現状値　－(27年度) 　 23件（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡
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光客をサポートする大会関連ボランティアへの参加を促進する。あわせて学校等におけるオ
リンピック・パラリンピック教育等の充実を図ることにより、オリンピック・パラリンピッ
クムーブメントを推進する。

◦都市ボランティア※など大会関連ボランティア参加の促進	
◦開催競技やオリンピック・パラリンピックに関する普及・啓発	
◦オリンピック・パラリンピック教育の推進

ウ　大会開催効果の全県への波及
 本県での大会開催の機会を捉え、事前キャンプ※の誘致や文化プログラム関連イベントの
実施など、県内全域でオリンピック・パラリンピックに関連する取組を推進することにより、
本県全体の国際的な魅力や知名度を高めるとともに、大会を機に訪れる人々が広く県内を周
遊する仕組みづくりなど、観光の一層の振興を図り、大会の開催効果を全県へ波及させる。

◦文化プログラム等オリンピック関連プログラムの推進	
◦事前キャンプの誘致	
◦県内を周遊する仕組みづくり
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ア　事前キャンプの誘致
　事前キャンプは、国や地域・競技によって多様なニーズがあることから、「スポーツ」「観
光」「交通」「医療」など、様々な分野の関係者が連携して、誘致する競技や宿泊施設のパッケー
ジ化、施設等の整備、ボランティアの養成・確保などにより、キャンプの受入体制を整備する。
　また、東京オリンピック・パラリンピックに先立って開催される様々な国際大会のキャン
プを誘致することにより、キャンプ地としての評価を高め、２０２０年大会のキャンプはも
とより、大会後も、国内外の多くのスポーツキャンプを県内へ誘致する。

◦それぞれの国・競技にマッチしたキャンプ受入体制の整備	
◦世界選手権などプレ大会を含めたキャンプ誘致	
◦パラリンピックキャンプ受入体制の整備

　事前キャンプや国際大会の誘致は、地域のイメージアップを図る絶好の機会であり、交流
人口の増加による地域の活性化につながることが期待される。　
　このため、キャンプの受入体制の整備を進めるとともに、世界選手権などプレ大会を含め
たキャンプ及び国際大会の誘致を推進する。
　また、オリンピック・パラリンピックに関連して開催される国際会議をはじめ、様々なイ
ベントが本県で開催されるようＭＩＣＥ誘致を積極的に進め、地域経済の活性化・国際的ブ
ランドイメージの構築を図る。

② キャンプ・国際大会・MICE※の誘致

ナショナルチームのキャンプ誘致数（累計）

現状値　3チーム（27年度） 　 20チーム（31年度）

国際スポーツ大会支援事業を活用した実施大会数（累計）

現状値　－（27年度） 　 5回（31年度）

スポーツコンシェルジュ※が支援し、事前キャンプやスポーツイベントの
誘致につながった件数（累計）

現状値　－（27年度） 　 20件（31年度）

国際会議開催件数

現状値　58件（25年度） 　 100件（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡

➡
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イ　国際大会等の誘致
　本県のスポーツ振興や魅力発信、地域の活性化につなげるため、本県でこれまで開催され
てきた多くの国際大会で培ったノウハウやネットワークを生かしながら、新たな国際大会や
スポーツイベントを県内へ誘致する。

◦世界選手権など国際大会の誘致

ウ　誘致に関する情報の一元化
　様々なスポーツイベントやキャンプ等の誘致を進めていくため、競技ごとに調整が必要と
なる、競技施設や宿泊施設など多岐にわたる情報を「千葉県スポーツコンシェルジュ」へ集約・
一元化して競技団体等へ提供する。　　
　また、スポーツコンシェルジュの持つネットワークやノウハウの共有などを通じて市町村
が進める事前キャンプや国際大会の誘致を支援する。

◦スポーツコンシェルジュによる事前キャンプやスポーツイベントの誘致支援

エ　ＭＩＣＥの誘致
　国際会議などのＭＩＣＥの開催は、ビジネス機会やイノベーションの創出につながるとと
もに、大きな経済波及効果を生み出すものであり、世界に向けた情報発信の場となることか
ら、我が国や首都圏に注目が集まる状況を最大限に活用し、ＭＩＣＥの誘致を推進する。

◦ＭＩＣＥ誘致の推進
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ア　成田空港の利用促進と人・物の流れの取り込み
　県内経済の活性化につなげるため、成田空港活用協議会※等との連携により、成田空港の
更なる利用促進とともに、国内線利用者の県内観光やインバウンド※の推進など、官民挙げ
て成田空港のポテンシャルを活かす取組を進める。

◦成田空港活用協議会等と連携した成田空港の利用の促進	
◦県内観光やインバウンドの推進　等

イ　交通ネットワークの強化・充実
　空港から県内外へのアクセスの強化を図るため、空港との道路アクセスの強化や、鉄道や
バス等多様な交通手段による空港アクセスの充実を図る。
　また、県内各地を結ぶ交通ネットワークの充実のため、交通アクセスの整備を図るととも
に、主要鉄道駅等の交通拠点から地域内観光地を結ぶ周遊手段の充実について検討する。

◦圏央道※などの整備による空港との道路アクセスの強化	
◦多様な交通手段による空港アクセスの充実	
◦地域内観光地等を結ぶ交通の接続円滑化の支援　等

　オリンピック・パラリンピックの開催を契機として、成田空港の利用を更に促進するとと
もに、成田空港を利用する人や物の流れを県内に取り込むことにより、本県経済の活性化を
目指す。
　また、成田空港に降り立った選手や観客が、ストレスを感じることなく、空港と選手村・
競技会場はもとより、県内をスムーズに移動できるよう、交通ネットワークの強化を図る。

③ 成田空港の利便性向上、交通ネットワーク・アクセスの強化

成田空港の航空旅客数

現状値　3,531万人（26年度） 　 3,800万人以上（31年度）

高規格幹線道路※の整備率

現状値　85％（26年度） 　 整備率の向上を図る（31年度）

県都１時間構想※

現状値　71％（26年度） 　 76％以上（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡
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ア　ハード面でのバリアフリー化
　高齢者や障害のある人をはじめとして、すべての人が県内において安心して快適に過ごす
ことができるよう、鉄道駅でのバリアフリー設備の整備やノンステップバス※等の導入、歩道
等における段差解消や視覚障害者誘導用ブロックの設置等によりバリアフリー化を促進する。

◦旅客施設・車両等のバリアフリー化への支援	
◦歩行空間のバリアフリー化の推進　等

イ　ソフト面でのバリアフリー化
　介助・支援の方法や語学に関する講習会などを開催し、障害のある人や外国人などに適切
に対応できるボランティアを養成する。
　また、「ちばバリアフリーマップ」などの充実を図るとともに、障害のある人の個別の状況
に応じた適切な対応や、情報提供・コミュニケーションに必要な配慮について周知・普及を
図る。

◦ボランティアなどの対応力の向上	
◦ちばバリアフリーマップなどの充実・周知　等

　オリンピック・パラリンピック開催を契機に本県を訪れる人々がスムーズに移動し、快適
に滞在できるよう、競技施設や旅客施設等について利用者の視点に立った施設の整備を進め、
ハード面でのバリアフリー化を促進するとともに、障害のある人や外国人などをサポートで
きる人材の育成やバリアフリーに関する情報提供の充実などソフト面でのバリアフリー化を
進める。
　また、パラリンピックの開催を契機として、障害のある人との交流を深めることなどによ
り、障害のある人への理解を広げるための取組を進める。

④ バリアフリー化の促進

通訳ボランティア新規養成者数【再掲】

現状値　－（26年度） 　 500名（31年度）

ちばバリアフリーマップ※掲載施設数

現状値　1,687箇所（26年度） 　 1,930箇所（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

12

2
戦
略
Ⅰ

④
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
促
進



ウ　心のバリアフリーの推進
　障害のある人などに対する理解の促進を図るため、障害のある人などへの配慮の実例等を
情報提供することなどにより、周知・啓発を進める。
　また、障害のある子どもたちと障害のない子どもたちの交流や共同学習などにより、互い
に正しく理解し合い、共に助け合い、支え合って生きていくことの大切さを学ぶための取組
を進める。

◦障害のある人などへの理解の促進のための周知・啓発	
◦子どもたちへの福祉教育の推進　等
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ア　観光客の安全・安心の確保
　目に見えないおもてなしである「安全・安心の確保」のため、安全で安心なまちづくりの観
点から、地域における防犯の拠点となる防犯ボックス※の設置、防犯カメラなどの機器整備、
自主防犯団体※の結成・活動促進を図り、地域防犯力の向上を図る。
　また、災害時には、日本語の理解が十分でない外国人観光客に適切な情報を迅速に伝える
ことが安心・安全の確保につながることから、多言語による情報提供の充実を図る。

◦観光客の犯罪被害の防止	
◦観光客への災害対策等の情報提供　等

イ　観光地の受入環境の整備・おもてなし力の向上
　千葉に観光に訪れた方が快適に過ごせるよう、トイレの整備の促進や施設のバリアフリー
化、憩いの場として豊かな自然とふれ合える自然公園や自然歩道の施設整備を推進するとと
もに、行きたいときに行きたいところへストレス無く行けるよう観光案内所などの整備や観
光地を案内するホームページなどの整備を図る。
　また、何度でも訪れたくなる魅力ある観光地づくりには、おもてなし力の向上が重要なこ
とから、観光事業者等への研修等を推進する。

◦観光地のトイレ整備・美化の促進	
◦観光事業者等への研修による「おもてなし力」の向上　等

　「選ばれる観光地」として更にステップアップを図るため、目に見えないおもてなしである
「安全・安心の確保」、一人ひとりの満足感を高める「質の高いおもてなしの提供」、地域の創
意工夫による「観光地としての新たな魅力の創出」に取り組む。

⑤ 魅力ある観光地づくり

観光入込客数【再掲】

現状値　165,930千人（25年） 　 196,650千人（31年）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡
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ウ　観光地としての新たな魅力の創出
　観光地としての新たな需要を開拓していくため、地域が主体となった観光資源の磨き上げ
や効果的な連携により、催しや企画などの観光プログラムの充実、スポーツツーリズム※の
開発等を促進する。
　また、観光地に新たな魅力を付加するため、観光客の潜在需要の掘り起こしを進める。

◦参加型体験イベントなどの推進による観光資源の磨き上げ	
◦スポーツツーリズム等の推進　等
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ア　外国人観光客の受入環境の整備
　外国人観光客等が言葉の壁や情報収集の不自由さなどを感じることなく、安心して快適に
過ごせるよう、観光地でスマートフォンやタブレットなどが使える環境整備を進めるととも
に、道路の案内標識や観光案内板等における、英語などの多言語表記等を推進する。
　また、外国語による観光ボランティアガイドや通訳ボランティアの育成を図る。

◦道路案内標識、観光案内板等の多言語表記による案内の充実	
◦語学ボランティアなどの外国人対応人材の育成	
◦外国人向け無料公衆無線ＬＡＮ※の整備の促進　等

イ　外国人へのおもてなし力の向上
　千葉を訪れた外国人が満足し、また来たいと思っていただく「国際観光地ＣＨＩＢＡ」を実
現するためには、関係者のおもてなし力の向上が必須であることから、食文化をはじめとす
る異文化理解の促進を図る。
　また、外国人にアピールできるよう、千葉ならではの資源を活用し、おいしい和食の提供
とともに外国人に喜ばれる旅行商品やお土産の開発を進める。

◦学校や地域における外国人とのコミュニケーション力の向上	
◦世界各国の生活習慣や食文化へ配慮した「おもてなしの心」の醸成	
◦おいしい和食の提供などクールＣＨＩＢＡの推進　等

　多くの外国人が訪れ、満足する「国際観光地ＣＨＩＢＡ」を実現するため言葉の壁などに不
自由さを感じることなく安心して快適に過ごすことができるよう「受入環境の整備」を進める
とともに、「和の心」を持ちながら、多様な価値観等を尊重し、外国人からも高い評価を受け
るワンランク上の観光地づくりに取り組む。

⑥ 外国人受入体制の整備

外国人延宿泊数【再掲】

現状値　2,667千人泊（26年） 　 増加を目指す（31年）

通訳ボランティア新規養成者数【再掲】

現状値　－（26年度） 　 500名（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡
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ア　国際交流と国際理解の促進
　オリンピック・パラリンピック大会開催時には、世界から多くの選手、観光客が訪れるこ
とから、国際交流団体、市町村、大学等と連携して、国際交流イベント等を開催し、国際交
流と国際理解の促進を図る。
　子どもたちが、国際社会の担い手として成長できるよう、国際理解教育を推進するととも
に、海外留学への支援や教職員の海外派遣により、社会のグローバル化※に対応し、国際社
会で活躍できる人材の育成を目指す。

◦市民参加型の国際交流イベントの開催	
◦海外留学助成や英語教育の充実等による国際理解教育の推進　等

イ　ボランティア人材の育成
　オリンピック・パラリンピックを契機に訪れる世界各地からの観光客が、障害や年齢、国
籍等を問わず、安心して観戦、観光を楽しむことができるとともに、大会後も地域で外国人
が安心して過ごせることが重要である。
　このため、関係団体・機関と連携して、ボランティア活動に係る普及・啓発の充実や、参
加促進に向けた研修等の実施により、通訳ボランティアをはじめとするボランティア人材の
確保と育成を図る。

◦通訳ボランティアなどボランティアの養成・確保	
◦研修会等を通じたボランティアに対する理解の促進　等

　世界の国・地域から多くの人々が本県を訪れる機会を生かし、積極的に国際交流や青少年
の国際理解を促進し、グローバル人材の育成を図るとともに、大会後にも本県を訪れる外国
人をサポートできるボランティア人材の育成に取り組む。

⑦ 国際交流の促進

通訳ボランティア新規養成者数【再掲】

現状値　－（26年度） 　 500名（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡
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ア　全国・世界への幅広い情報発信
　千葉県の知名度やイメージを高めることにより、観光客の増加、県産品の販売促進、企業
誘致の推進などを図るため、各種メディアやプロモーションの実施などにより、海外及び国
内に向けて千葉の魅力やオリンピックの開催に向けた取組を発信するとともに、ソーシャル
メディア※の活用など新たな発信手法を開拓し、発信力の強化を図る。また、マスコットキャ
ラクター「チーバくん」を活用して千葉の魅力のイメージ発信を展開する。

◦新たな発信手法の開拓による発信力の強化	
◦海外、国内に向けた情報発信	
◦映画やテレビ等のロケーションの誘致	
◦マスコットキャラクター「チーバくん」によるＰＲ

イ　千葉県ならではの新たな魅力の発見・磨き上げ・発信
　千葉の持つポテンシャルを最大限に生かすため、千葉の隠れた魅力に加え、世界に通用す
るテーマ（富士山、和食など）で、千葉県ならではの新たな魅力を再発見し、磨き上げ、それ
を積極的に発信する取組を継続的に実施する。

◦千葉の魅力を表現する「海越しの富士」や「和食」などのコンテンツの発信　等

　成田空港を有し、国内外の多くの都市と直結している本県の利点を生かし、様々な媒体の
活用を図り、効果的かつ積極的に千葉の魅力を国内外に発信する。

⑧ 戦略的な千葉の魅力発信

海外向けプレスリリース事業による記事掲載件数

現状値　1,578件（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

チーバくん大使※による情報発信件数

現状値　534件（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

テレビ等メディアで取り上げられた件数

現状値　5,233件（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡
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ウ　郷土の歴史や文化の発信
　地域の活性化につなげるため、県内の文化遺産、郷土芸能や生活文化、景観などの文化資
源を見つめ直し、掘り起こし、その魅力を多くの人に知ってもらうとともに、文化芸術活動
を促進していく。

◦県内の博物館や文化施設などを活用した新たな魅力の掘り起こし　等

エ　オール千葉での多様な魅力の発信
　千葉の強み・特性を最大限に生かし、その魅力を発信するため、国内、海外において、市
町村や全県的な組織、事業者と協力し、オール千葉でプロモーションを実施し、県内経済の
活性化を図る。
　また、その効果を高めるため、知事によるトップセールス※を積極的に行う。
　さらに、草の根情報発信として、「チーバくん大使」による千葉の魅力の発信を図る。

◦オール千葉でのプロモーションの実施	
◦「チーバくん大使」による情報発信
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総合戦略Ⅱ
～地方創生の実現に向けた千葉づくり～

3

（１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり･････････････････ 23

（２）“国内外の多くの人々が集う”魅力あふれる千葉づくり･････････ 38

（３）“それぞれの結婚・出産・子育ての希望”がかなう千葉づくり･･･ 50

（４）“安全・安心なくらし”がかなう千葉づくり･･･････････････････ 60

東葛テクノプラザ 成田国際空港（提供：成田国際空港株式会社）

南房総の花畑東京湾アクアライン



　千葉における地方創生（人口の社会増、少子化への挑戦、人口減
少に対応した県づくり・安全安心なくらしの確保）を確実に実現す
るには、それぞれの地域において、その特性を生かした取組を進め
ることが必要であり、住民の生活に密着した市町村の果たす役割が
重要である。
　このため、地方創生の本旨を踏まえ、以下の４つの基本目標を設
定し、各地域において「しごとの創生」、「ひとの創生」、「まちの創生」
の好循環がしっかりと根付くよう、市町村と目標を共有し、市町村
が取り組む、地域の課題を踏まえた意欲と創意工夫による地域づく
りを広域的な立場から支援するための施策を展開する。

（１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり
（２）“国内外の多くの人々が集う”魅力あふれる千葉づくり
（３）“それぞれの結婚・出産・子育ての希望”がかなう千葉づくり
（４）“安全・安心なくらし”がかなう千葉づくり

　なお、市町村において、本戦略を活用しつつ、地域の特性・資源
を踏まえた主体的かつ独自性のある取組を進めることにより、地域
の活性化が図られることを期待する。
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　産業の振興や新たな雇用の場を創出することで、人々は住み続け、多くの人が転入するこ
とにより地域経済は活性化するという更なる好循環を生み出すこととなる。
　このため、本県の地理的優位性（東京への近接性、豊かな自然環境等）、優れた社会基盤（成
田国際空港（以下「成田空港」という。）、東京湾アクアライン（以下「アクアライン」という。）、
首都圏中央連絡自動車道（以下「圏央道」という。）、千葉港等）、バランスのとれた産業（全国
上位に位置する農業、水産業、工業、商業）をそれぞれの地域で生かすことで、各産業の振
興を図り、若者等にとって魅力ある雇用の場を創出するとともに、将来を支える産業人材の
育成・確保を図る。
　また、将来的には、県内各地域において千葉で働きたいという人の希望がかなえられるよ
う、交通アクセスの整備や雇用の場の創出に取り組み、首都圏の平均通勤時間である１時間
圏内に雇用の場が確保されるよう取り組む。

（１）
“一人ひとりの働きたい”が

かなう千葉づくり

総合戦略Ⅱ　～地方創生の実現に向けた千葉づくり～

数値目標

県内製造品出荷額等※

現状値　130,033億円（25年） 増加を目指す（31年）

県内年間商品販売額※

現状値　107,577億円（26年）  増加を目指す（31年）
農業産出額

現状値　4,141億円（25年）  増加を目指す（31年）

➡

➡

➡

京葉臨海コンビナート

千葉県地方創生「総合戦略」
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　アクアライン料金引下げ※継続や圏央道等の整備により、県内外各地への交通アクセスが
更に向上するとともに、成田空港の年間発着枠30万回化に伴う機能拡充等、本県のポテン
シャルは飛躍的に高まっている。
　この機会を生かして、茂原にいはる、袖ケ浦椎の森の両工業団地の整備を進めるとともに、
県内各地域（アクアライン・圏央道沿線地域、成田空港・圏央道沿線地域、千葉市地域、東
葛地域）の特性や、地域における企業誘致計画に応じ、国内外からの企業立地を更に促進する。
　このため、知事トップセールスや市町村・民間と連携した誘致活動の強化、企業の幅広い
ニーズに対応した助成制度の活用等により積極的な企業誘致に取り組むとともに、県内企業
が更なる成長のために行う投資を支援する。
　また、千葉港において物流機能の充実・強化を図るため、大型船舶に対応した港湾整備を
進めるとともに、貨物量の安定的な増加を目指したポートセールス※を推進する。

ア　成田空港・アクアライン・圏央道等を活用した企業誘致の推進
　成田空港・アクアライン・圏央道等、本県の優れた社会基盤を生かした企業誘致を進める
ため、立地企業補助金や地域再生法に基づく支援措置等を活用し、本社機能や製造業の工場、
研究所、流通加工施設等の誘致を推進するとともに、県内立地企業のマザー工場※化などの
拠点強化に向けた再投資を支援する。
　また、市町村や金融機関等と連携を強化し、産業用地情報の収集等を進め、地域の特性に
応じ、遊休地や空き公共施設等を活用して企業の誘致を促進する。

◦本社機能や製造業の工場、研究所、流通加工施設等の誘致推進	
◦マザー工場化や施設の高度化に伴う県内企業の再投資への支援	
◦産業用地情報の収集等による企業誘致の促進　等

① 地域の特性に応じた戦略的な企業誘致の推進

県内企業立地件数（累計）

現状値　43件（22～26年平均） 　 215件（31年）

「茂原にいはる」「袖ケ浦椎の森」工業団地の分譲宅地の分譲済面積

現状値　－(27年度) 　 35ha（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡
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イ　「茂原にいはる」「袖ケ浦椎の森」の２工業団地の整備推進
　新たな企業の立地は、本県経済の発展を支えるために必要であり、その受け皿となる工業
団地の整備が重要であることから、アクアライン料金引下げや圏央道の整備の進展により、
立地優位性が向上している茂原市に「茂原にいはる工業団地」を、袖ケ浦市に「袖ケ浦椎の森
工業団地」を整備し、地元市とともに立地企業の誘致を図る。

◦茂原にいはる工業団地、袖ケ浦椎の森工業団地の整備	
◦立地企業の誘致　等

ウ　外資系企業の誘致推進
　海外企業や既に国内に立地している外資系企業の本県への立地を促進するため、役員の招
聘や海外での対日投資セミナーへの参加などを通じて、広く国内外に千葉県の投資環境を情
報発信する。
　また、海外から進出する企業に対する一元的窓口である、ちば投資サポートセンターの活
用により、助言・情報提供、法人設立等のサポートを行うとともに、外資系企業への助成な
どの支援を行う。

◦オフィス・事業用地等の投資環境の情報発信	
◦進出企業に対する一元的窓口による支援	
◦外資系立地企業への助成　等

エ　大型船舶に対応した耐震岸壁の整備、ポートセールスの推進
　本県の地域経済の活性化を図るため、地域産業を支える物流の充実・強化や企業活動の活
性化に直結する港湾施設の整備が必要であることから、千葉港において、大型船舶による大
量輸送のニーズに対応した水深マイナス12メートル耐震強化岸壁の整備を進めるとともに、
港湾の利用促進を図るためポートセールスを推進する。

◦大型船舶に対応した岸壁の整備	
◦ポートセールスの推進

千葉県地方創生「総合戦略」
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　本県の農林水産業を、若者にも魅力ある力強い産業として確立することにより「農林水産
王国・千葉」を復活させる。このため、首都圏に位置する優位性を生かし、マーケット需要
に対応した農林水産物を安定的・継続的に提供できるよう、農地集積、機械化、先進的な技
術の開発及び鳥獣被害対策の実施等により生産力の強化と生産性の向上を図る。
　また、輸出をはじめとする新たな販路の開拓や高付加価値化を目指した6次産業化の取組
等を支援するとともに、資源の有効活用を促進する。
　さらに、地域の農林水産業をけん引する意欲ある人材や企業的経営体※など、多様な担い
手の確保・育成を図る。

ア　多様な地域資源を活用した6次産業化の推進
　農林水産物の高付加価値化と高収益化を推進し、農林漁業者の所得向上を図るため、食品
加工業者など他業種との連携や6次産業化サポートセンター、産業振興センター等の支援に
より、地域ブランドとなる新商品の開発やマーケットの創造による需要の拡大を促進する。

◦6次産業化・農商工連携※の推進	
◦多様な地域資源を生かした商品開発や販路開拓への支援　等

② 力強い農林水産業の確立

六次産業化※・地産地消法に基づく認定件数（累計）

現状値　34件（26年度） 　 120件（31年度）

県産農林水産物の輸出額

現状値　117億円（26年） 　 170億円以上（31年）

新規就農者数

現状値　352人（22〜26年度平均） 　 450人（31年度）

海面漁業漁獲量※

現状値　13.4万t （25年） 　 19万t（31年）

有害鳥獣による農作物被害金額

現状値　345百万円（25年度） 　 280百万円以下（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡

➡

➡
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イ　農林水産物の販路開拓
　県産農林水産物の販売促進を図るため、知事トップセールスや各種メディアを積極的に活
用した県産農林水産物のプロモーション活動の戦略的な展開により、国内や東南アジア等の
海外への販路拡大を推進する。
　また、輸出については、検疫条件や食品規格の対応、鮮度保持技術の確立などの輸出事業
の課題解決方法を示すとともに、生産者団体が行う海外での千葉県フェア等の取組を推進す
る。

◦県産農林水産物のプロモーションの実施	
◦海外に向けた情報発信と商談機会の創出	
◦輸出に取り組む団体への支援	
◦県産農林水産物の戦略的な輸出促進　等

ウ　企業的経営体や法人等、農林水産業を支える多様な担い手の確保・育成
　農林水産業を志す若者が安心して就業できるよう、県立農業大学校の機能強化や水産業イ
ンターンシップの実施など、就業相談・研修制度の充実を図るとともに、経営を安定させる
給付金制度の活用を促進することにより定着を支援する。
　さらに、アグリトップランナー※をはじめとするビジネス感覚あふれる企業的な経営体を
育成するため、経営の多角化や法人化など経営革新に果敢にチャレンジする担い手に対し、
アドバイザーの派遣や研修などの支援を行う。
　また、地域農業を支える集落営農※の取組を加速化するとともに、多様な担い手に対する、
農地中間管理機構※を活用した農地集積を促進する。

◦担い手に対する研修制度等の充実強化	
◦地域農林水産業をけん引する企業的経営体・法人等の育成	
◦担い手への農地集積促進　等

エ　マーケット需要に対応した力強い産地づくり
　農林水産物の高品質化や高付加価値化、量販店などの大口需要等に的確に対応するため、
生産・加工・流通施設の整備や省力機械の導入等を支援するとともに、産地間連携を促進し、
生産力と販売力を強化する。
　また、農林水産業全般にわたり、生産性の向上、生産の低コスト化、効率化等に向けた取
組を促進し、収益性を向上させる。

◦園芸農業の生産力強化と販路拡大	
◦水田農業経営の確立と畑作経営の効率化	
◦家畜の生産性向上・飼料自給力の強化と経営安定

千葉県地方創生「総合戦略」
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◦森林整備の集約化・低コスト化の推進と県産木材や森林資源の利用促進	
◦漁業生産の安定化・効率化の推進　等

オ　生産基盤の充実強化と施設等の保全管理
　農林水産物の生産性や品質の向上のため、安定的な農業用水の確保、ほ場※の大区画化・
汎用化及び流通拠点漁港の高度衛生管理※を推進する。
　また、既存施設については予防的な補修・更新により各施設の長寿命化を推進する。

◦用排水施設の整備、大区画化など基盤整備の推進	
◦漁港施設の整備促進	
◦農業水利施設※や漁港施設の長寿命化　等

カ　耕作放棄地の発生防止・解消及び有害鳥獣被害対策の強化
　耕作放棄地の発生防止・解消を図るため、地域や担い手が行う再生活動を推進する。
　また、有害鳥獣による農産物被害を軽減させるため、わな猟免許取得に対する助成等によ
る捕獲の担い手の確保・育成など、地域ぐるみで行う防護・捕獲・資源活用・生息環境管理
の4つのプロジェクトを総合的に推進する。

◦耕作放棄地の発生防止及び再生に対する支援	
◦有害鳥獣被害に対する防護・捕獲対策の推進	
◦イノシシ等野生獣肉の資源活用の推進	
◦生息環境管理対策の推進

キ　試験研究の充実
　収益力が高く、次代を担う若者にとってもやりがいと魅力のある千葉県農林水産業を実現
するため、農林総合研究センター、水産総合研究センター等の研究成果を活用しつつ、国立
研究開発法人や他県の研究機関、大学、かずさＤＮＡ研究所、民間企業等と連携し、生産力
の強化や生産性の向上、農林水産物の高付加価値化等につながる、先進的な技術開発や新た
な品種育成等に取り組む。
　また、効率的・効果的な研究体制を構築するため、県研究機関の組織や施設の再編整備を
進める。

◦生産力を強化するための技術開発	
◦多様なニーズに対応したブランド化を推進する技術開発	
◦環境への調和と資源の維持増大に関する技術開発　等
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ク　環境や資源に配慮した農林水産業の推進
　生態系への影響や自然環境への負荷を低減し、次世代に引き継げる持続可能な農林水産業
を実現するため、農薬や化学肥料を減らした「環境にやさしい農業」の取組を促進するととも
に、県産木材の利用促進などによる持続的な森林整備、水産資源の適正管理と維持増大によ
る豊かな海づくりを推進する。

◦ちばエコ農業※などの環境にやさしい農業の推進	
◦県産木材の利用促進などによる持続的な森林整備	
◦水産資源の適正管理と維持増大	
◦漁場環境の変化に対応した漁業・養殖業の推進　等 

千葉県地方創生「総合戦略」
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　多様なポテンシャルを持つ本県の産業の持続的な発展を支えていくため、県内の高い技術
力を持つ企業や大学・研究所、インキュベーション施設※などを生かし、産学官連携の推進
やベンチャー企業の支援等に取り組むほか、今後、市場規模の拡大が見込まれる健康・医療、
新エネルギー等の成長分野に係る産業の育成・振興に取り組む。

ア　中小企業・ベンチャー企業の技術開発等の促進
　新たな社会ニーズに対応した新製品・新技術の開発や新産業の創出を促進するため、千葉
県産業振興センターと連携してセミナーの開催やコーディネーターによる相談・助言等を行
い、企業ニーズ・研究シーズのマッチングから事業化までの一貫支援を行う。
　また、研究開発に取り組む企業や大学・研究機関をネットワーク化するとともに、産業支
援技術研究所やかずさＤＮＡ研究所による中小企業の技術力の高度化への支援や産学官連携
による研究開発を促進する。

◦産業支援機関による中小企業等への相談・助言等の支援	
◦研究機関による中小企業等への技術支援　等

イ　新産業の振興
　本県経済の持続的な発展に資する成長産業を育成するため、今後国内外の市場拡大が見込
まれる健康・医療産業などについて、優れた技術を持つものづくり中小企業を対象とした新
規参入支援等に取り組む。
　また、医療機関・大学等や県内外の医療機器メーカーとの連携を強め、医療機器の開発や
事業化を促進するための体制を整備する。

◦健康・医療産業への新規参入支援	
◦医療機器等に係る開発・交流拠点の整備、企業の試作品製作支援　等

③ 未来を支える新産業等の振興

ちば新事業創出ネットワーク※の参加団体数（累計）

現状値　666社・団体（26年度） 　 690社・団体（31年度）

医療機器等の共同開発件数（累計）

現状値　3件（26年度） 　 40件（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡
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ウ　新エネルギー等の利活用、導入促進
　水素は、多様な原料から製造できることや、利用段階で温室効果ガス※を排出しないこと
など、将来のエネルギー源として期待されていることから、本県の特色を活かした水素の利
活用の検討を行う。
　また、房総半島沖は、海洋再生可能エネルギー※のポテンシャルが高いことから、洋上風
力発電等の導入に向けた取組を促進し、地域経済の活性化を図る。

◦本県の特色を活かした水素の利活用の検討	
◦海洋再生可能エネルギーの導入促進　等
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　本県の経済・雇用を支える重要な地域となっている京葉臨海コンビナートの競争力の強化
に向け、事業高度化に向けた投資への支援など生産性の向上につながる基盤の強化を図ると
ともに、コンビナートを地域で支える観点から女性・若者・シニアの活躍を見据えた人材の
育成等を促進する。

ア　京葉臨海コンビナートの生産性向上や事業環境の改善
　国内需要の低迷や国際競争の激化を受けて素材・エネルギー産業において事業の再編・集
約の動きが出てきている中、京葉臨海コンビナートの生産性向上や事業環境の改善などによ
る競争力強化が必要不可欠である。
　このため、マザー工場化や施設の高度化に伴う再投資への支援、工業用水の安定供給、コ
スト削減や利便性の向上につながる各種の規制緩和や基盤業務の共同化の検討等、コンビ
ナートの競争力強化につながる取組を進める。

◦マザー工場化や施設の高度化に伴う再投資に対する支援【再掲】	
◦投資環境の向上につながる規制緩和の検討	
◦事業所立地に係る負担軽減や利便性向上につながる基盤業務共同化の検討　等

イ　コンビナートを支える人材の能力向上や担い手の育成
　コンビナートの競争力強化を図るためには、現場を支える人材の安全管理や危機管理能力、
マネジメント力の向上が不可欠となるが、現在、コンビナート立地企業では、団塊世代の大
量退職などに伴い、こうした安全管理に関する人材の能力向上等に課題を抱えている。この
ため、関連企業を含めた立地企業に共通する課題に対応して、操業の安定を確保するための
中核人材の育成や工業教育との連携による担い手の育成を促進する。

◦プラントの保守や安全管理など操業の安定を確保するための中核人材の育成	
◦工業教育との連携による担い手の育成　等

④ 京葉臨海コンビナートの競争力強化

京葉臨海地域における従業者数

現状値　55,393人（25年） 　 増加を目指す（31年）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡
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　県内企業数の99.8％、従業者総数の76.6％を占める中小企業は、地域において経済や雇
用を支える重要な存在である。
　一方で、大企業を中心とした海外生産シフト等により、近年、中小企業の事業所数は減少
の一途にある。
　本県経済が持続的に発展を遂げるためには、中小企業の活性化が重要であることから、各
地域における支援機関と連携しながら、中小企業による積極的な投資の促進や、地域資源を
活用した新事業展開・新商品開発への支援、農商工連携の活用等により地域産業の振興を進
める。
　さらに、地域で働くことの魅力を積極的に発信することにより、“働きたい”人の選択肢を
広げるとともに、中小企業と求職者双方のニーズに応じたマッチングや多様な人材の育成を
図ることにより、産業の担い手を確保する。

ア　中小企業の経営基盤強化	
　商工会・商工会議所等による地域の中小事業者に対する経営相談・指導や、優れた製品や
独創的な製品の認定、販路拡大のための相談、商談会の開催、金融機関や信用保証協会※等
と協力した融資などを通じ、県内中小企業の生産性の向上や競争力強化に向けた取組を支援
する。
　また、ワンストップ相談窓口の設置等により円滑な事業承継※を支援する。

◦商工会・商工会議所等による小規模事業者への伴走型経営支援※	
◦ものづくり認定制度による魅力発信	
◦ものづくり中小企業への販路拡大支援

⑤ 中小企業の活性化支援

千葉県中小企業振興資金※融資実績

現状値　262,483百万円（26年度） 　 288,731百万円（31年度）

事業引継支援センター※の相談件数（累計）

現状値　－（26年度） 　 100件（31年度）

ジョブカフェちば※、千葉県ジョブサポートセンター※を通じた就職決定者数

現状値　5,128人（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡
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◦中小企業振興資金による金融支援	
◦事業引継ぎ支援センターによる事業承継支援　等

イ　中小企業等の人材確保
　中小企業は、大手企業に比べて人材確保が難しく、新規学卒就職者の卒業3年以内の離職
率も高いことから、中小企業のニーズに応じた多様な人材の確保を図るため、中小企業の魅
力などについて情報発信の強化等を行うとともに、若年者向けのジョブカフェちばや、出産・
子育て等で仕事を離れた女性、中高年齢者等向けの千葉県ジョブサポートセンター等の県の
就労支援施設において、相談から就職までの一貫した支援を行う。
　また、障害のある人の雇用促進を図るために、企業支援員の派遣等を通じて企業の受入支
援や雇用後のフォローアップ支援を行う。

◦若者、女性、中高年齢者の就労・定着支援	
◦中小企業の魅力などの情報発信等による人材確保への支援	
◦障害のある人への就労支援　等

ウ　産業人材の育成支援
　中小企業の雇用ニーズに応じた多様な人材の育成を図るため、県立高等技術専門校におい
て、各種の職業訓練を実施するとともに、在職者訓練を実施して、企業における人材育成を
支援する。

◦雇用に結びつく職業訓練の実施	
◦在職者への能力開発支援（人材育成支援）　等
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　まちの顔とも言える商店街は、地域の住民にとって買い物など生活の拠点であるため、商
店街に求められる機能の強化や、空き店舗等の活用によるまちのにぎわいづくりなど、地域
の意欲ある取組を支援する。
　また、地域経済全体の活性化を図るため、民間事業者等が地域が持つ様々な資源を「強み」
に転換する取組や、地域に根ざした起業・創業を促進する。

ア　商店街の活性化支援
　地域商業の活性化を図るため、商店街によるにぎわいづくりなどの意欲ある取組を支援す
るとともに、商店街の活動の中心を担う若手リーダーの育成や、活性化に向けた事業の具体
的な進め方等のアドバイスを行うことにより、商店街活動の活性化を支援する。
 また、空き店舗等の増加は、商店街全体の魅力を損ない、商店街自体の集客力の低下に
もつながるため、空き店舗等を活用してまちの活性化を図る取組に対し、支援を行う。

◦商店街のにぎわいづくりへの支援	
◦商店街若手リーダーの育成	
◦空き店舗等の活用支援　等

イ　地域資源の活用、ブランド化の推進
　全国上位の産出額を誇る農林水産物など、地域の「強み」となる豊富な地域資源と、県内企
業が有する高い技術力を生かし、地域を挙げた新商品の開発や国内外の市場への販路開拓の
取組について、研修の実施やアドバイザーの配置等により支援する。

⑥ 地域の創意工夫による経済活性化の取組の促進

商店街の若手リーダーを養成する「商い未来塾」の修了者数（累計）

現状値　286人（26年度） 　 366人（31年度）

中小企業地域資源活用プログラム※の県内計画認定件数（累計）

現状値　21件（26年度） 　 26件（31年度）

産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画策定市町村数（累計）

現状値　14市町村（26年度） 　 54市町村（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡
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　また、地域特性に即した産業を活性化・集積させるため、農林漁業者や商工業者、産業支
援機関等の連携による商品開発や、付加価値を向上させるためのブランド化の取組を支援す
る。

◦高付加価値食品等の開発や販路開拓への支援	
◦農商工連携による商品開発やブランド化　	
◦伝統的工芸品等の情報発信　等

ウ　起業・創業の支援
　女性・若者・シニア等の新たな発想による起業を促進するとともに、優秀な起業家を育成
していくため、啓発から起業支援、経営支援、人脈づくりまで一貫した支援を行う。
　また、県内どの地域でも、創業しやすい環境を整備するため、市町村が行う創業支援事業
計画の策定や創業支援事業などの取組を支援し、全県的な創業の活性化を図る。

◦イベント等の開催による起業気運の醸成	
◦起業家の育成・経営支援、起業家同士による交流の促進	
◦市町村における創業支援体制の整備推進	
◦中小企業振興資金による金融支援【再掲】　等

36

3
戦
略
Ⅱ

（１） 〝
一
人
ひ
と
り
の
働
き
た
い
〟
が
か
な
う
千
葉
づ
く
り



　首都圏全体の連携強化や物流の効率化、産業・観光振興などに大きく貢献する高規格幹線
道路等の整備を推進するとともに、その効果を全県的な活力の向上へつなげるため、県東部
や南部沿岸地域へとつながる地域高規格道路などの整備や県内各地域を結ぶ主要な国道・県
道の整備を推進する。

ア　高規格幹線道路等の整備促進　
　全国や県内各地とのスムーズな人・物の流れの強化を目指し、アクアラインと一体となっ
て、東西日本とつながる首都圏の広域的なネットワークを形成する圏央道や外環道※、北千
葉道路※等の高規格幹線道路等の整備を促進する。

◦高規格幹線道路等の整備促進

イ　国道・県道のバイパス・現道拡幅等の整備推進　　
　高規格幹線道路等の整備効果を県内各地に波及させるため、銚子連絡道路・長生グリーン
ラインなどの地域高規格道路や高速道路のインターチェンジへアクセスする国道・県道のバ
イパス・現道拡幅等の整備を推進する。

◦国道及び県道のバイパス・現道拡幅等の整備推進

⑦ 主要都市間の交通アクセス整備

高規格幹線道路の整備率【再掲】

現状値　85％（26年度） 　 整備率の向上を図る（31年度）

県都1時間構想【再掲】

現状値　71％（26年度） 　 76％以上（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

千葉県地方創生「総合戦略」
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　本県の総人口の減少が今後見込まれる中、地域の活力を高めていくためには、本県の優れ
た地域資源を活用して移住・定住の促進や交流人口の増加を図ることが重要である。
　このため、各地域が持つ資源を徹底的に洗い出し、日本人のみならず、日本を訪れる外国
人の視点からも魅力のあるものに磨き上げるとともに、国内外の誰もが過ごしやすく住みや
すい環境づくりを進める。
　また、こうして作り上げた「魅力の宝庫　ちば」を国内外に積極的に発信し、人々が集う魅
力あふれる千葉の実現を目指す。

（２）
“国内外の多くの人々が集う”
魅力あふれる千葉づくり

総合戦略Ⅱ　～地方創生の実現に向けた千葉づくり～

数値目標

人口の社会増

現状値　8,364人（26年） 増加を目指す（31年）

観光入込客数【再掲】

現状値　165,930千人（25年）  196,650千人（31年）
外国人延宿泊数【再掲】

現状値　2,667千人泊（26年）  増加を目指す（31年）

➡

➡

➡

ちばアクアラインマラソン 2014
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　外国人がバリアなく安心して過ごせるよう、道路案内標識などの多言語表記や公衆無線 
ＬＡＮの整備を進めるとともに、子どもたちの国際理解教育やボランティア人材の育成等を
進め、ソフト・ハード両面における環境づくりを進める。

ア　外国人受入体制の整備
　外国人観光客等が言葉の壁や情報収集の不自由さなどを感じることなく安心して快適に過
ごせるよう、観光地でスマートフォンやタブレットなどが使える環境整備を進めるとともに、
道路の案内標識や観光案内板等における、英語などの多言語表記等を推進する。
　また、外国語による観光ボランティアガイドや通訳ボランティアの育成を図る。

◦公衆無線ＬＡＮの整備促進	
◦多言語表記・案内の充実	
◦外国人対応人材の育成　等

イ　バリアフリー化の推進
　高齢者や障害のある人をはじめとして、すべての人が県内において安心して快適に暮らす
ことができるよう、鉄道駅でのバリアフリー設備の整備やノンステップバス等の導入、歩道
等における段差解消や視覚障害者誘導用ブロックの設置等によりバリアフリー化を促進する。
　また、「ちばバリアフリーマップ」などの充実を図るとともに、障害のある人などに対する
理解を促進するため、配慮の実例等の情報提供など、周知・啓発を行う。
　さらに、幼稚園・小中学校・高等学校と特別支援学校等との交流及び共同学習による障害
者理解を深める道徳教育などを実施する。

◦歩行空間のバリアフリー化

① 国際都市として発展するＣＨＩＢＡの基盤づくり

通訳ボランティア新規養成者数【再掲】

現状値　－（26年度） 　 500人（31年度）

ちばバリアフリーマップ掲載施設数【再掲】

現状値　1,687箇所（26年度） 　 1,930箇所（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

千葉県地方創生「総合戦略」
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◦ちばバリアフリーマップなどの充実・周知	
◦障害のある人等への理解の促進のための周知・啓発　等

ウ　国際交流の推進　	
　子どもたちが、国際社会の担い手として成長できるよう、国際理解教育を推進するととも
に、海外留学への支援等により、社会のグローバル化に対応し、国際社会で活躍できる人材
の育成を目指す。

◦青少年の国際理解の促進	
◦子どもたちの海外留学への支援　等
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　千葉を愛し、住みたい人の増加を図るため、本県の持つ優れた住環境や文化など多様な魅
力を県民に再確認してもらうとともに、県外の人々にもこれらの魅力を積極的にＰＲする。
　あわせて、多くの人から千葉県が居住地として選ばれるよう、居住地を選択する上で重要
視される都心へのアクセス強化や地域間における交通の利便性の向上を図るとともに、就業
を希望する人と働く場を提供する企業との雇用のマッチングに取り組む。
　また、千葉を愛し、住みたい人の増加を図るため、県民の地元への愛着や誇りを醸成する
取組を進める。

ア　UIJターン※の促進
　千葉の魅力を知ってもらい、若者から高齢者に至るまでの幅広い層の方が千葉に移り住ん
でいただけるよう、市町村等が行う移住・定住促進のための取組を支援するとともに、市町
村や関連団体との連携を図りながら、地域の魅力や移住関連情報、二地域居住※等の様々な
ライフスタイルなどを幅広く発信する。
　また、県外からの就職希望者等に、県内の仕事やくらし情報を一元的に提供するとともに、
企業とのマッチングイベント等やお試し就業への支援により、県内での就労を促進する。

◦市町村の主な支援制度など移住に関する地域情報の発信	
◦移住相談会の実施	
◦県外からの就職希望者等への仕事やくらし情報の一元的な提供　等

イ　都心へのアクセス強化
　都心へのアクセス強化を図るため、ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互直
通運転の早期実現及びＪＲ京葉線の一部区間の複々線化等の輸送力増強の促進を図る。
　また、首都圏における交流・連携の強化などにも大きく貢献する、アクアラインの料金引

② 居住地として選ばれる千葉づくり

人口の社会増【再掲】

現状値　8,364人（26年） 　 増加を目指す（31年）

地域しごと支援事業※の利用者数（累計）

現状値　－（27年度） 　 1,000人（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

千葉県地方創生「総合戦略」
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下げの継続に取り組むとともに、外環道と成田空港を最短で結び、首都圏の国際競争力を強
化する北千葉道路の整備を進める。

◦ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線の相互直通運転の早期実現	
◦京葉線の複々線化等の輸送力増強の促進	
◦アクアラインの料金引下げの継続	
◦北千葉道路の整備促進　等

ウ　地域間のアクセス強化
　全国や県内各地とのスムーズな人・物の流れの強化を目指し、圏央道、外環道などの高規
格幹線道路等の整備を促進するとともに、その整備効果を県内各地に普及させるため、銚子
連絡道路・長生グリーンラインなど地域高規格道路や高速道路のインターチェンジへアクセ
スする国道・県道のバイパス・現道拡幅等の整備を推進する。
　また、地域にとって必要不可欠な生活交通を維持・確保するため、鉄道や複数市町村をま
たがる広域的・幹線的なバス路線に対し、国・市町村等と連携を図りながら、必要な支援を
実施する。

◦高規格幹線道路等の整備促進【再掲】	
◦国道・県道のバイパス・現道拡幅等の整備推進【再掲】	
◦鉄道・バス路線の維持・確保

エ　地元への愛着と誇りの醸成
　千葉の魅力を再発見し、千葉アイデンティティー※の醸成を図るため、市町村や企業など
多くの関係機関と連携・協力して、県民の日（6月15日）を中心に、地域の特色を生かした
事業を実施する。
　また、地元への愛着と誇りを醸成するため、各地に伝承されている郷土芸能に触れる機会
を提供するとともに、郷土の文化財を活用した参加体験や美術館・博物館等における体験事
業、埋蔵文化財を活用した学習活動などを展開する。

◦県民の日関連事業の展開	
◦民俗芸能の伝承や後継者の育成　等
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　観光による交流人口の増加を図るため、本県の持つ「宝」である地域資源を更に磨き上げ、
これらを活かした観光メニューの開発を市町村や関係団体などと協働して進めるとともに、
観光地までのアクセスルートの整備等の推進や、訪れた人々が快適に過ごせる環境整備を促
進し、国内外の誰もが何度でも訪れたくなる観光地づくりに取り組む。

ア　千葉ならではの資源を活用した新たな観光需要の開拓
　観光地としての新たな需要を開拓していくため、「三方を海に囲まれている」「日本一平均
標高が低い」「農林水産物が豊富」「日本有数の長さを誇る砂浜」など、千葉ならではの資源
を更に磨き上げるとともに、ＩＣＴ※等の活用による観光需要の把握などを進め、新たな観
光資源や観光ルートの開発、県産農林水産物のＰＲ、映画等のコンテンツやスポーツなどを
活用したニューツーリズム※の促進などにより、国内外の観光客の誘客を図るとともに、周
遊観光による滞在の長時間化等、宿泊型観光の推進を図る。
　また、県内への観光需要を喚起してリピーターの確保につなげるため、千葉県道路公社が
管理する有料道路の利用促進を図る。
　さらに、地域の特産品や情報などを紹介する「道の駅」を活用した地域活性化の取組を促進
する。

◦ＩＣＴ等の活用による観光需要の把握・観光ルートの開発	
◦映画等のコンテンツやスポーツなどを活用したニューツーリズムの促進	
◦周遊型観光※・宿泊型観光の推進	
◦印旛沼流域かわまちづくりの推進	
◦「道の駅」を活用した地域活性化の取組の促進　等

③ 国内外の誰もが訪れたくなる観光地づくり

観光入込客数【再掲】

現状値　165,930千人（25年） 　 196,650千人（31年）

宿泊客数

現状値　15,420千人泊（25年） 　 18,630千人泊（31年）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

千葉県地方創生「総合戦略」
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イ　�鉄道事業者やバス事業者等と連携した新たな観光メニューづくり及び二次交通※活用の
仕組みづくり

　県内各地への観光誘客等を進めるため、市町村や鉄道事業者・バス事業者等と連携して地
域の活性化の取組や新たな観光メニューづくりを進めるとともに、県内観光地への二次交通
活用の仕組みづくりについて検討を進める。

◦地域鉄道等を活用した市町村の地域活性化の取組の支援	
◦鉄道等を活用した新たな観光メニューの検討・促進	
◦県内観光地への二次交通活用の促進　等

ウ　誰もが快適に過ごせるための環境の整備
　千葉に観光に訪れた方が快適に過ごせるよう、トイレ整備の促進、憩いの場として豊かな
自然にふれ合える自然公園・自然歩道の施設整備を推進するとともに、行きたいときに行き
たいところへストレス無く行けるよう観光案内所などの整備や観光地を案内するホームペー
ジなどの整備を図る。
　また、何度でも訪れたくなる魅力ある観光地づくりには、おもてなし力の向上が重要なこ
とから、観光事業者等への研修等を推進する。

◦観光地のトイレや観光案内所等の整備促進	
◦自然公園や自然歩道の施設整備の推進	
◦研修等によるホスピタリティ※の醸成　等　

エ　農山漁村の活性化に向けた地域資源の活用
　都市と農山漁村の交流を促進するため、多種多様な農林水産物や美しい農村風景などの地
域資源を活用した農林漁業体験施設、農林水産物直売所、農漁家民宿（民泊）などにおける都
市住民や外国人観光客の受け入れを進め、グリーン・ブルーツーリズム※を推進する。

◦グリーン・ブルーツーリズムの推進	
◦地域資源を活用した農林水産物直売所の魅力向上　等

オ　観光地へのアクセスを強化する道路整備の推進
　県内各地の観光地へのアクセス強化を図るため、アクアラインや圏央道などの高速道路に
接続する地域高規格道路や国道・県道の整備を推進する。
　また、更なる観光振興や交流人口の拡大を図るため、県内の主要な観光地を結ぶ幹線道路
を整備する。
◦地域高規格道路や国道・県道の整備
◦主要な観光地を結ぶ幹線道路の整備
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　高校・大学等の卒業後も、引き続き県内に留まってもらえるよう、県内教育機関において、
地域とのつながりを深め、地域課題の解決に貢献する取組を促進するとともに、高校・大学
等と地元企業の連携強化等により、地元企業の魅力発信の充実や、地域を支える人材の育成
などの取組を推進する。
　また、医師や看護師、介護従事者の不足を解消するため、県内大学等と連携し、取組を進
める。

ア　大学等卒業後の若者の定着支援
　学生の地元定着を促進するため、県内大学等と連携しながら、学生に対してウェブサイト
から県内中小企業に関する情報を発信する。　
　また、まちの賑わいづくり、雇用の創出などの地域課題の解決や、地域の求める人材育成
に取り組む大学と連携し、地域への若者定着を促進する。

◦学生等に向けたウェブサイトからの県内中小企業の情報発信	
◦大学との連携による地域課題解決への取組の促進

イ　医療・福祉・介護人材の確保
　高齢化の進展による一層の医療・福祉・介護ニーズの増大が見込まれる中、医師や看護師、
介護従事者の不足を改善するため、県内大学等と連携し、将来県内で働いてもらうことを目
的とした修学資金の支援を実施するとともに、社会福祉施設と求職者のマッチングを支援す
ることなどにより、介護従事者の安定的な確保を促進する。

◦医師・看護師等を目指す学生への修学資金の貸付の実施	
◦社会福祉施設と求職者のマッチングの支援	
◦大学等への出張福祉職場説明会・相談会の開催

④ 大学等との連携による地域への若者の定着促進

千葉に住み続けたいと考える大学生の割合

現状値　40.6％（27年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

千葉県地方創生「総合戦略」

45

（２） 〝
国
内
外
の
多
く
の
人
々
が
集
う
〟
魅
力
あ
ふ
れ
る
千
葉
づ
く
り

3
戦
略
Ⅱ



ウ　地域を支える人材の育成　
　社会の変化や産業の動向等に適切に対応して、地域を支える人材を育成するため、学校と
大学・企業・研究機関等との連携を推進する組織（コンソーシアム）等を活用してキャリア教
育・職業教育の充実を図るとともに、地域と共に生きる自立した社会人の育成を目指す。

◦大学・企業等との連携による職業教育の推進	
◦地域の産業を理解するためのキャリア教育の推進　等
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　「魅力の宝庫ちば」を知事のトップセールスやちばアクアラインマラソンをはじめとする各
種イベント、また、テレビ・ラジオ等の各種媒体を通じて国内外へ積極的・戦略的に発信し、
千葉県の知名度、信頼度、好感度を高めて、「行きたい地域」「暮らしたい・働きたい地域」「買
いたい産品の生産地」として選択される魅力ある千葉県を目指す。

ア　在京メディア等を活用した広報・魅力発信
　県のイメージアップを図るため、千葉の魅力や県政情報などをテレビやラジオ、新聞、雑
誌、インターネット（ＳＮＳ※）、県民だより等様々なメディアにより、県内外に継続的に発
信する。
　また、イベントやテレビなどの機会を捉えて、千葉県マスコットキャラクター「チーバくん」
を活用し、「魅力の宝庫ちば」をＰＲしていく。

◦在京メディア等を活用した千葉の魅力の発信	
◦県民だより等を活用した県政情報の発信	
◦チーバくんを活用したＰＲ　等

イ　世界に向けた千葉の魅力発信
　海外での本県の知名度向上を図るため、知事トップセールスやチーバくん大使による千葉
の魅力の発信、海外のプレスリリース配信サービス、チーバくんによるプロモーションなど
を活用して、千葉の持つ様々な魅力を海外に向けて発信していく。

⑤ 千葉の様々な魅力の国内外への発信

テレビ等メディアで取り上げられた件数【再掲】

現状値　5,233件（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

海外向けプレスリリース事業による記事掲載件数【再掲】

現状値　1,578件（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

チーバくん大使による情報発信件数【再掲】

現状値　534件（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

➡

千葉県地方創生「総合戦略」
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◦知事トップセールスやチーバくん大使による千葉の魅力の発信	
◦プレスリリース等による海外メディアへの直接・継続的な情報発信	
◦海外でのチーバくんによる千葉のイメージアップ　等

ウ　戦略的な観光プロモーションの展開
　千葉県の観光の魅力を広くＰＲするため、全県的な観光プロモーション推進組織である「ち
ばプロモーション協議会」や「千葉インバウンド促進協議会」と連携し、国内外で季節やテー
マに応じた観光キャンペーンの展開を図るとともに、県内観光事業者と県外旅行会社等との
商談会開催による商品造成を促進する。
　また、本県の魅力を人的交流等により発信することで、本県に観光に訪れるリピーターの
獲得につながる訪日教育旅行※の積極的な誘致を進める。

◦季節やテーマに応じた観光キャンペーン	
◦旅行会社・メディア等への積極的なプロモーション	
◦訪日教育旅行の誘致　等

エ　ちばアクアラインマラソンの実施
　多くの県内外の人々が参加する「ちばアクアラインマラソン」の実施により、県民の健康増
進や体力向上の促進を図るとともに、豊かな自然や多種多様な農林水産物など、本県が有す
る様々な魅力を国内外に発信する。

◦ちばアクアラインマラソンの実施

オ　県内の文化遺産の活用推進
　千葉の魅力ある文化遺産を活用した観光振興や地域の活性化を図るため、パンフレットや
ホームページ等による情報発信を推進するとともに、県内の文化遺産をストーリーとしてま
とめ上げることにより日本遺産としての認定を目指す。

◦ホームページ等を活用した情報発信	
◦文化・伝統を語るストーリーによる地域の文化遺産のパッケージ化　等

カ　文化・芸術を活用した千葉の魅力の発信
　地域の人々が文化や芸術に親しみ、千葉県の文化的イメージを高めるため、「ニューフィ
ルハーモニーオーケストラ千葉」等による各種公演や子どもたちへのふれあい体験を行うほ
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か、文化芸術団体との共催による芸術祭、県立美術館・博物館における特別展及び収蔵資料
のインターネット上での展示などを通じて、多彩で個性あふれる「ちば文化※」の魅力を発信
する。

◦ニューフィルハーモニーオーケストラ千葉等を活用した鑑賞・体験の機会の充実	
◦文化芸術団体との共催による芸術祭の開催	
◦デジタルミュージアム※による千葉の文化的魅力の発信　等

千葉県地方創生「総合戦略」
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　若い世代の結婚・子育ての希望を実現し、子どもたちが心身ともに健やかに生まれ育つた
めには、妊娠・出産・子育てに係る多様なニーズに応じて、誰もが安心して子どもを生み、
育てられる環境をつくることが重要である。
　このため、妊娠・出産から子どもの自立までを総合的に支援するとともに、若い世代の経
済的な安定を確保することにより、少子化の流れに歯止めをかけ、次代の千葉を担う子ども
たちの成長を支える。

（３）
“それぞれの結婚・出産・
子育ての希望”がかなう

千葉づくり

総合戦略Ⅱ　～地方創生の実現に向けた千葉づくり～

数値目標

子どもを生み育てやすいと感じる家庭の割合

現状値　76％（25年度） 80％以上（31年度）➡

子育て支援センター（佐倉市）
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　若い世代の結婚し子どもを生み育てるという希望をかなえるためには、経済的な自立と安
定が必要であることから、就職に結びつく職業訓練や相談から就職までの一貫した支援、企
業に対する要請・啓発などにより、正規雇用としての就労・定着を促進する。
　また、予定子ども数が理想子ども数を下回る大きな要因として考えられる、子育てや教育
に要する経済的負担の軽減を図るための支援を行う。

ア　若者の正規雇用の促進
　「ジョブカフェちば」における個別相談、面接対策、就職スキルを高める各種セミナーの実
施や、経済団体が実施する合同就職説明会等への協力等により、若者の正規雇用での就労促
進や職場への定着支援を図る。
　また、若い世代の経済的な自立と安定を支援するため、正規雇用としての就職に結びつく
ように県立高等技術専門校において、各種の職業訓練を実施するとともに、スキルアップに
向けた在職者訓練を実施する。

◦正規雇用での就労を希望する若者に対する支援	
◦職場への定着に向けた若者と企業への支援	
◦就職に結びつく職業訓練の実施	
◦在職者への能力開発支援（若手技術者のスキルアップ）　等

イ　子育てに要する経済的負担の軽減　
　子育てに係る保護者の経済的負担の軽減のため、子どもが病気や怪我などにより受診した
場合の医療費の助成について、県と市町村が一体となり取組を進める。
　また、家庭の経済状況に関わらず、学ぶ意欲のある全ての子どもが安心して教育を受けら
れるよう、修学のために必要な経費を支援し、児童生徒に係る教育費負担の軽減を図るとと
もに、私立学校に在籍する子どもや保護者の経済的負担の軽減等を図るため、私立学校への
助成を継続して実施する。

◦子ども医療費の助成	
◦子どもの修学への支援　等

① 若い世代の経済基盤の確保と子育てに係る経済的負担の軽減

ジョブカフェちばを通じた就職決定者数

現状値　4,771人（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

千葉県地方創生「総合戦略」
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　若い世代が妊娠・出産・子育てに対する希望をかなえるためには、各ライフステージに応
じた切れ目のない支援が必要である。
　そのため、妊娠・出産に関する医学的知識の普及や妊婦や乳幼児等の健康を守る取組など
安心して子どもを生むことができる充実した支援体制を整備する。
　また、「子育てサポート日本一」を目指し、保育に係る多様なニーズに対応できる体制の整
備や、企業・地域による支援体制の構築など、子育て家庭を社会全体で支える取組を推進す
るとともに、家庭においても、安心して子育てができるよう、親の学びの機会や子育てに関
する情報提供などの支援を行う。

ア　結婚から子育てまでの間の一貫した支援
　結婚から子育てまでの切れ目のない一貫した支援を行うため、ＩＣＴ（スマートフォン用
アプリ）を活用し、市町村等のイベントや健康・育児に関する施策の情報提供、相談受付を行う。

◦ＩＣＴ（スマートフォン用アプリ）を活用した情報提供や相談受付

イ　自らが望むライフデザイン設計の意識醸成
　男女の多くが結婚の意思を持ち、子どもの希望数が2人以上である一方、晩婚化は進展し、
夫婦の子ども数が減少している状況にある。
　このため、若い世代が結婚、出産を含めたライフデザインを考え、自らの希望をかなえら
れるよう、人口減少が社会や自らに及ぼす影響や、妊娠・出産に係る医学的な知識を男女が
共に学ぶセミナーの開催など、市町村や大学などと連携した取組を進める。

◦人口減少・少子化に関するセミナーの実施	
◦若い世代への妊娠・出産に関する医学的知識の普及　等

② 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

新生児死亡率・小児死亡率（人口10万人当たり）

現状値　1.0・0.23人（25年度） 　 減少を目指す（31年度）

保育所等待機児童※数

現状値　1,646人（Ｈ27.4.1） 　 解消を目指す（Ｈ31.4.1）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡
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ウ　妊娠に関する支援
　妊娠に伴う心身の変化等に不安や悩み等を抱える者に対して、正しい知識の情報提供をす
るとともに、不安や悩みの解消に向けた相談事業について県民がより活用できるよう、取組
を進める。
　また、不妊に悩む方への支援のため、医療保険が適用されず高額な医療費がかかる不妊治
療費への助成を行うとともに、不妊に関する相談の充実により、支援体制の強化を図る。

◦妊娠に関する相談窓口の活用促進	
◦不妊治療の助成

エ　地域医療体制の整備
　地域において安心して子どもを生み育てることができるようにするため、周産期母子医療
センター※等への支援や医師等の医療従事者の確保など、妊産婦や新生児のための周産期医
療※体制や、小児救急医療拠点病院※への支援などの子どもの急な病気やけがに対応する小
児救急医療体制の整備・充実を図る。

◦周産期医療体制の整備	
◦小児救急医療体制の整備

オ　保育等の子育て支援体制の整備
　待機児童の解消に向け、民間保育所の整備の促進や、認定こども園※、小規模保育事業※

などの地域型保育事業の活用などにより、多様な待機児童対策を推進するとともに、事業所
内保育※を促進する。
　また、子育て家庭を地域全体で支えるため、病児保育※や一時預かり※などの多様な子育
て支援サービスを展開するとともに、放課後児童クラブ※の拡充を図る。
　さらに、働きながら幼稚園に通わせたいという保護者等に対する支援として、幼稚園が正
規の教育時間の前後や休業日などに実施する「預かり保育※」を推進する。
　障害のある子どもについては、乳幼児期から学校卒業後までライフステージを通じて一貫
した療育支援を受けられるよう、医療・福祉・教育等関係機関の連携により、地域における
療育支援体制の構築を図る。

◦待機児童解消に向けた保育所整備等の促進	
◦多様な子育て支援サービスの充実	
◦学校法人立の幼稚園が実施する預かり保育への支援	
◦ライフサポートファイル※の活用促進　等

千葉県地方創生「総合戦略」
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カ　保育人材等の確保と資質の向上
　待機児童解消に向けた保育人材の確保や、産休・育児休業等の代替保育士の確保のため、
民間保育所等における職員の処遇改善や、学生や資格を持ちながら保育所などに勤務してい
ない潜在保育士などに対する保育士への就業促進を図る。
　また、保育の質の向上のため、保育士や潜在保育士に対する研修等を実施する。
　さらに、幼稚園・小学校の教員、保育士等が合同で行う研究協議における取組等を通じて、
幼児教育に関わる職員の資質向上を図るとともに、保育士資格を持つ者の幼稚園教諭免許の
取得促進を図る。

◦ちば保育士・保育所支援センター※の活用	
◦学生等に対する保育士への就業促進	
◦民間保育所等における職員の処遇改善　等

キ　子どもの保健対策に関する支援
　妊婦や乳幼児等の健康を守る体制づくりとして、研修会等を実施し、市町村母子保健従事
者等の専門的知識や資質の向上を図る。
　また、子どもの健やかな成長につながるよう、子どもが病気や怪我などにより受診した場
合の医療費の助成について、県と市町村が一体となり取組を進める。

◦妊婦や乳幼児等の健康を守る体制づくり	
◦子ども医療費の助成【再掲】

ク　企業・地域による支援体制の構築
　県内や周辺エリアに所在する企業や商店等が、地域における子育て支援の担い手として参
加する「子育て応援！チーパス事業※」など企業参画型子育て支援事業の推進を図る。
　また、地域において、妊娠・出産・子育て世代への支援者の養成や、子育て家庭の親と子
が身近な場所で交流し、育児相談ができる地域子育て支援拠点施設※等への助成を行う。
　あわせて、地域全体で子どもたちを育む体制を構築するため、地域の参画を得て放課後等
における子どもたちの安全・安心な活動拠点をつくる「放課後子供教室※」や、住民の協力に
よる学校支援等の取組を推進する。
　さらに、幼稚園が実施する地域の人々に対する教育相談や、情報提供・助言、幼児教育に
関する各種講座の開催、地域の子どもたちに対する遊びの場や機会の提供などの地域の子育
て支援に資する事業を推進する。

◦子育て応援！チーパス事業の推進	
◦地域子育て支援拠点施設等への助成	
◦地域における子育て支援体制の整備	
◦地域未来塾※　等
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ケ　家庭教育への支援
　すべての親が安心して家庭教育を行えるよう、ウェブサイトや啓発リーフレットなどによ
り、子育てに役立つ情報提供の充実を図る。また、「親の学びプログラム※」を活用して実施
する子育てや家庭教育支援に関する講座など、親の学習機会の充実を図る。

◦ウェブサイト「親力アップいきいき子育て広場」の活用	
◦親の学びプログラムの活用

コ　子どもや家庭に対する相談支援体制の充実
　いじめ・不登校などの「未然防止・早期発見・早期対応」に向けて、専門的な知識や豊富な
経験を持ったスクールカウンセラーや、関係機関と連携して問題解決を支援するスクール
ソーシャルワーカーの配置を充実する。
　また、各学校や子どもと親のサポートセンター等で行う児童生徒、保護者を対象とした教
育相談体制の一層の充実を図る。

◦スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の配置の充実	
◦児童生徒、保護者を対象とした教育相談体制の充実

千葉県地方創生「総合戦略」
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　男女がともに意欲と能力を生かして働きながらも、安心して生み育てやすい社会の構築の
ため、企業や働く人々の意識改革や、育児休暇の取得促進など仕事と子育ての両立を実現で
きる職場環境づくりの促進を図るとともに、女性が活躍しやすい環境づくりに取り組む。

ア　ワーク・ライフ・バランスの推進
　本県の女性有業率は、結婚・子育て期の30歳〜39歳で低くなっていることから、働き
ながら安心して子どもを生み育てられる環境の整備を推進するため、企業や働く人の意識改
革を行うとともに、ワーク・ライフ・バランスに取り組む企業を支援する。

◦セミナー等の開催による企業内意識改革の促進	
◦両立支援アドバイザー等の企業への派遣	
◦仕事と家庭の両立を支援する会社への応援　等

イ　事業所内保育の促進　
　企業における雇用の安定化や多様な人材の確保・定着を促進するため、子育てしながらで
も安心して働き続けられるよう事業所内保育の促進を図る。
　また、地域の子どもを受け入れる事業所内保育事業への支援制度の活用を図る。

◦事業所内保育の促進

ウ　男女が協力して子育てできる環境づくり
　仕事と子育ての両立を実現するため、育児休暇・休業や短時間勤務などの両立支援制度を
男女ともに利用しやすい職場環境の整備に向けた普及啓発等を図る。

社員いきいき！元気な会社宣言企業※登録数

現状値　570社（26年度） 　 800社（31年度）

職場において育児休業がとりやすいと感じる人の割合

現状値　男性18.8％　女性45.5％（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

③ 働きながら生み育てやすい環境づくり
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◦セミナーの開催等による育児休暇や育児休業等を取得しやすい職場づくりの促進	
◦女性の仕事と家庭の両立に取り組む企業の表彰　等

エ　女性が活躍しやすい環境づくり
　女性の活躍推進は、地域内の多様な人材の確保につながり、企業活動、行政、地域等の現
場に多様な価値観や創意工夫をもたらすことから、企業経営者等に向けたセミナーの開催に
より企業における女性の管理職等への登用促進のための普及啓発を行うとともに、女性の登
用や職域拡大に積極的に取り組んでいる県内の企業を表彰する。

◦セミナーの開催等による企業における女性の活躍促進	
◦女性の活躍に取り組む企業の表彰　等

千葉県地方創生「総合戦略」
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　学校、家庭、住民、企業・団体などと連携、協働し、質の高い、安全・安心な教育環境づ
くりを進めることにより、自らの生き方を考え、志を持ち、失敗を恐れずにチャレンジする
精神にあふれ、地域や世界で活躍できる能力を備えた、千葉県の未来を担う子どもを県内各
地域で育成する。

ア　地域を愛し地域を支える人材の育成
　未来を担う子どもたちが地域にとどまり、地域を支えていくためには、子どもたちが社会
の一員として地域への愛着を育むことが重要であることから、地域の企業をはじめ、研究機
関や大学等と連携した「夢チャレンジ体験スクール」などの体験活動や社会人講師の採用を推
進するとともに、自主的・自発的な地域活動を表彰することにより社会参加を促進する。
　また、子どもの発達段階に応じた道徳教育を推進するとともに、郷土の歴史や伝統文化等
について学ぶ教育活動の充実により、地域を愛する人材を育成する。

◦地域企業等との連携による教育の充実	
◦子どもや若者の社会参加の促進	
◦千葉ならではの道徳教育の推進　等

イ　すべての子どもたちが質の高い教育を受けられる環境づくり
　県内において、すべての子どもたちが質の高い教育を受けることができるよう、「ちばっ
子『学力向上』総合プラン」に基づき、読書活動や体験活動を通じた学習意欲の向上、子ども
たちの主体的な学びを支える取組の充実、ＩＣＴ活用等による授業力の向上などを推進する
とともに、私立学校が実施する特色のある教育に対して支援を行う。
　また、子どもたちの発達の段階に応じた体系的・系統的な一貫性のあるキャリア教育、学
習支援や学び直しの機会の提供などを推進するとともに、信頼される質の高い教員の育成や
優れた資質を有する教員の採用、特別支援教育に関する研修の充実などを図る。
　さらに、障害のある子どもたちが自立し、社会参加するために必要な力を身につけること
ができるよう、一人一人の教育的ニーズを把握し、幼児期から学校卒業までのライフステー

学校評価における保護者アンケートにおいて、「学習指導」に関する項目につい
て「満足」「おおむね満足」と回答をした保護者の割合

現状値　80.6％（26年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

④ 千葉に愛着を持ち、地域や世界で活躍できる子どもの育成
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ジに沿って、適切な指導及び必要な支援を行う。

◦ちばっ子「学力向上」総合プラン	
◦読書活動や体験活動、ＩＣＴ活用等の推進	
◦キャリア教育の充実	
◦学習支援や学び直しの機会の提供　等

ウ　学校の魅力の向上と改革の更なる推進
　社会の変化や児童生徒の多様なニーズに対応し、豊かな学びを実現する教育活動が可能と
なるよう、地域の意見を踏まえながら、学科・コースの設置や大学・企業等と連携したカリ
キュラムの開発などにより、「魅力ある学校づくり」を着実に推進するとともに、私立学校に
ついては、独自の建学の精神に基づいた特色ある教育に係る取組に支援を行う。
　また、大学・研究機関・企業との連携の強化等により、社会の変化や産業の動向等に対応
した、高度な知識・技能を身に付け、社会の第一線で活躍できる専門的職業人を育成する。

◦県立学校改革推進プランに基づく学科・コースの設置	
◦大学・研究機関・企業との連携による職業教育の充実　等

エ　学校における多様な教育活動を支援する体制づくり
　学校において多様な教育活動ができるよう、地域全体で学校を支援する体制を構築する
ため、学校と家庭や地域が連携して学校を支援する「学校支援地域本部※」や「コミュニティ・
スクール（学校運営協議会制度）※」の推進を図るとともに、大学・企業等による出張講義・
出前講座などを通じて、地域全体で学校を支援する体制づくりを推進する。

◦学校支援地域本部の推進	
◦コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の推進	
◦大学・企業等による出張講義・出前講座の推進　等

オ　グローバル人材の育成
　子どもたちが国際社会の担い手として成長できるよう、国際理解教育を推進するとともに、
高校生等の海外留学の促進や、留学生交流など国際交流の環境を構築する。
　また、学校においては、外国語の授業を担当する教員に対する研修や、外国語の授業をサポー
トする人材の配置を図るとともに、私立学校が行う外国人教員の採用等における支援を行う。

◦海外留学助成や英語教育の充実等による国際理解教育の推進	
◦授業をサポートする人材の配置による外国語教育の充実

千葉県地方創生「総合戦略」
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　人口減少・少子高齢社会においても、様々な価値観を持つ人が、本県が有する健康的な生
活を支える多彩で新鮮な食材やスポーツに親しむ環境も生かしながら、地域で元気に安全で
安心して暮らすことができるよう、高齢者等が健康で生き生きと暮らせる環境や、地域内外
の多様な主体が地域を支える仕組みを整えるとともに、既存ストックのマネジメント強化な
どにより、人口減少・少子高齢社会に対応したまちづくりを進める。

（４）
“安全・安心なくらし”がかなう

千葉づくり

総合戦略Ⅱ　～地方創生の実現に向けた千葉づくり～

数値目標

自分が住み慣れた地域で安心して受診できる医療体制にあると感じている
県民の割合

現状値　58.1％（26年度） 66.0％以上（31年度）

高齢者対策について満足している県民の割合

現状値　15.5％（26年度） 35.0％以上（31年度）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護※実施市町村数

現状値　  15市（26年度） 30市町村以上（31年度）

特別養護老人ホーム※整備数＊

現状値 21,917床（26年度） 30,000床以上（31年度）➡

➡

➡

➡

＊�現行の「千葉県高齢者保健福祉計画（Ｈ 27 〜Ｈ 29）」に基づいた推計値であり、今後、国の介護保険制度の改正状況等を踏まえ、目標値
を変更する場合がある。

総合型地域スポーツクラブ（ISG塩浜）
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　高齢者等が安心して自立した生活を送り、健康で自分らしく生きられる地域社会を目指し、
住民組織や市民活動団体※等が連携して、地域で支え合う体制づくりを推進するとともに、
地域において安心で質の高い医療・介護等のサービスが受けられる体制を構築する。
　また、ライフステージに応じた食育の推進や県民のスポーツへの参加推進などにより、生
涯にわたって健康づくりに取り組むことができる環境を整備する。

ア　地域医療・介護・福祉サービスの確保　
　急激な高齢化の進展に伴い生じる医療・介護需要の増加に対応するため、地域において質
の高い医療・介護サービスを安心して受けられるよう、医療機関の機能分化や連携強化、地
域医療体制の整備、地域包括ケアシステム※の構築、在宅医療の充実、介護施設等の整備促
進などを図るとともに、サービスの安定的な提供のため、医療・福祉・介護人材の確保と定
着促進対策を充実する。
　また、一人暮らしの高齢者などが必要な支援を受けながら安心して暮らせるよう、県民一
人ひとりが声かけや見守りなどの具体的な行動を引き起こすきっかけとなる普及啓発活動を
推進する。

◦地域医療体制の整備	
◦地域包括ケアシステムの構築	
◦特別養護老人ホーム等の整備促進	
◦医療・福祉・介護人材の確保	
◦高齢者孤立化防止活動「ちばＳＳＫプロジェクト※」の推進　等

イ　健康寿命の延伸
　「健康寿命」の延伸には、自らの生活習慣を見つめなおし、改善すべき点を改めるとともに、
ライフステージに応じた取組を継続していくことが必要であるため、個人の生活習慣の改善
とそれを支える環境の整備、ライフステージに応じた心身機能の維持・向上、生活習慣病の
発症予防などに取り組む。

健康寿命※の延伸

現状値　男性71.62歳　女性73.53歳（22年度） 延伸を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

① 生涯を通じて健康で生き生きと暮らせる地域づくり

千葉県地方創生「総合戦略」
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　また、個人の健康は家庭、地域、職場等の社会的な環境の影響を受けることから、子ども
の頃からの食育の推進や、地域におけるつながりを生かした健康を守り支える環境づくりを
整備する。

◦生活習慣病対策の推進	
◦食育など食を通じた健康づくりの推進	
◦家庭や地域、学校、職場における健康づくりへの取組の連携推進　等

ウ　生涯スポーツの推進
　全ての県民がスポーツに親しみ、健康で活力ある生活を送ることができるよう、ライフス
タイルに応じてスポーツに取り組む環境を整備する。
　また、高齢者が安心して運動に取り組むことができるよう、年齢に応じたスポーツの環境
をつくるため、運動プログラムの提供などに取り組む。

◦健康・体力づくりを意識したスポーツ活動の推進	
◦高齢者スポーツの推進
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　互いに支え合い、安心して暮らせる地域コミュニティを再生するため、若い世代・高齢者
や企業、市民活動団体等の地域活動への参加促進や広く学習の場を提供することにより、地
域を支える人材や団体等の育成を図るとともに、地域内外の多様な主体が連携・協働して取
り組む体制づくりを進める。

ア　若者、高齢者、地元企業等の地域活動への参加促進
　子どもや若者など、多くの県民が地域を支えていく社会の実現に向けて、ボランティア活
動に係る広報・普及啓発や、地域活動への参加体験の機会の提供などを市町村や市民活動団
体と連携しながら進めるとともに、生涯学習関連施設における各種講座やイベントなどを通
じて、子どもや若者の社会参加を推進する。
　また、高齢者が長年培った経験・技術等を生かしながら、互いに支え合う地域社会の担い
手として活動することを支援するため、生涯大学校※において地域活動に係る人材を養成す
るとともに、地域の団体とのマッチングを図る。
　さらに、地域に生き、地域を支える中小企業等の持続的な発展を図るため、地域の発展に
貢献している中小企業等を表彰する。

◦県民の地域活動への参加促進	
◦地域活動に係るリーダーの養成	
◦地域貢献活動に取り組む中小企業等への表彰　等

イ　地域活動を支える市民活動団体等の育成
　市民活動団体等が安定的・継続的に地域活動を実施できる環境を整備するため、市民活動
団体等の組織運営力、資金調達力等の強化を支援する。
　また、民間団体等が、市民や企業から提供された寄付等を、市民活動団体に橋渡しをする
などの「民が民を支える仕組み」を普及・促進する。

◦市民活動団体等への支援及び支援体制の整備	
◦民が民を支える仕組みの普及・促進

ボランティア活動に参加したことのある人の割合

現状値　18.3％（26年度） 　 29.5％（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

② 地域コミュニティの再生と担い手づくり
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ウ　地域に関わる多様な主体による連携・協働の促進
　地域の様々な課題に対し、市民活動団体や企業、行政など多様な主体が連携・協働して行
う取組を、研修会や意見交換会の開催等を通じて、普及・促進するとともに、特に優れた連
携事例に取り組んでいる団体を表彰し、広く県民に周知することにより連携による地域づく
りの機運を盛り上げる。
　また、商業者等の地域における多様な団体が連携し、地域ぐるみで高齢者を見守り支えて
いく地域づくりを推進する。
　さらに、農山漁村においては、過疎化や高齢化の進展に伴い集落機能が低下していること
から、地域住民による集落活動やボランティアなどが参画した里山整備を推進し、農山漁村
が有する環境保全や水源かん養※などの多面的機能を向上させることで、住民が生き生きと
暮らせる地域づくりを進める。

◦協働による地域コミュニティづくりの普及・促進	
◦優れた協働事例の表彰や周知	
◦多様な人々の参画による農地の保全や森林再生	
◦商業者等による高齢者福祉に資する取組の促進

エ　生涯学習社会を目指した取組の推進
　誰もがいつでもどこでも学習し、その学習成果を生かすことができる生涯学習社会を実現
するため、学校や公民館、生涯学習センター、図書館等の社会教育施設が連携・協力し、地
域住民に対する学習活動の場を提供するとともに、学んだ成果を地域活動や学校教育に生か
す場を広げ、その成果が適切に反映される取組を推進する。

◦地域住民に対する学習活動の場の提供	
◦生涯学習の成果を生かす仕組みづくり

オ　学校を核とした地域コミュニティの構築と子どもの学びへの支援
　学校を核とした地域コミュニティの構築と子どもの学びへの支援をするため、学校と地域
を結ぶコーディネーターを配置し、学校支援地域本部や放課後子供教室など、学校と地域住
民のつながりを深める取組を推進する。

◦学校と地域を結ぶコーディネーターの配置	
◦地域が連携して学校の授業や教育活動を支援する「学校支援地域本部」の推進	
◦地域が参画して学習活動やスポーツ・文化活動等を行う「放課後子供教室」の推進　等
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　人口減少が急速に進行する地域にあっても、安心して快適に暮らせる生活環境を維持する
ため、公共施設や空き家など既存ストックのマネジメントの強化を図るとともに、コンパク
トなまちづくり※や交通機関のネットワークの再構築などの取組を進める。
　また、持続可能なまちづくりを実現するため、地域の特色を生かした地域分散型エネル	
ギー※の取組を推進する。

ア　公共施設の適正な維持管理
　老朽化する庁舎・学校・文化施設などの県有施設や、道路・河川・港湾・公園・下水道・
県営住宅などの公共インフラを適切に管理していくため、長寿命化や安全面などを勘案する
とともに、施設の利用需要を踏まえながら中長期的な視点に立ち、計画的かつ効率的な維持
管理に向けた総合的な管理計画を策定し、戦略的なマネジメントを推進する。

◦県有施設や道路等の公共インフラの長寿命化	
◦歩道整備や交差点改良等による交通安全環境の整備・改善　等

イ　空き家の利活用の促進
　人口減少社会において、住宅ストック※数は世帯数を上回っており、既存住宅ストックの
活用は重要な課題となっている。
　そのため、空き家情報の発信やマッチングの促進、適切な住宅リフォームの促進等、民間
事業者等と連携した空き家を活用した住み替えシステムの構築に向けた環境整備を行うこと
により、中古住宅等の流通促進等を図る。

◦中古住宅等の流通促進

ウ　コンパクトなまちづくり
　医療、福祉、子育て、商業及び公共公益施設等の生活に必要な施設を駅周辺や地域拠点に
集積させ、公共交通等によりアクセスしやすいコンパクトな集約型都市構造※を目指す。

既存住宅の流通シェア

現状値　18％（25年度） 　 増加を目指す（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

③ 快適で暮らしやすいまちづくり

千葉県地方創生「総合戦略」
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　このため、都市計画区域マスタープラン※等の都市計画の見直しを行うとともに、市町村
に対して立地適正化計画※策定等の支援を行う。
　また、コミュニティバス※の導入等の地域公共交通ネットワークの形成に向けた市町村の
取組に対して支援を行う。

◦都市機能の集約化の推進	
◦都市計画の見直し	
◦市町村の立地適正化計画策定等の支援	
◦市町村の地域公共交通網形成計画策定等の支援

エ　地域分散型エネルギーの推進　
　太陽光や水力等による再生可能エネルギー※は、地域のポテンシャルを生かし、ニーズに
応じた活用ができることから地域分散型エネルギーとして、持続可能なまちづくりの実現に
資するものである。
　そこで、その推進を図るため、事業者等に対するワンストップ窓口による相談や、地域の
創意工夫に基づく主体的な取組に対する支援を行うとともに、住宅用太陽光発電設備等の家
庭への導入を支援する。
　農山漁村地域については、豊富に存在する間伐材などのバイオマス※資源の有効活用や、
未利用地を活用した太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入を促進し、農山漁村におけ
る新たな産業づくりを進め、地域活性化を図る。

◦再生可能エネルギーの導入・活用等を通じたエネルギーの地産地消の促進
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　多様な主体が一体となって、地域の防災力や防犯力の向上を図るとともに、災害に強いま
ちづくりを推進し、県民が安全に暮らせる地域社会をつくる。

ア　地域防犯力の向上
　人々が安心して暮らせる環境づくりを進めるため、「自分たちのまちは自分たちで守る」と
いう理念のもとに、地域防犯活動の拠点となる防犯ボックスの設置、自主防犯団体の結成・
活動促進、地域防犯研修会の開催など、行政や学校、県民、事業者などが連携・協力して、
地域防犯力の向上を図る。

◦防犯ボックス設置の促進	
◦自主防犯団体の結成・活動の促進　等

イ　地域防災力の向上
　災害から県民の生命・身体・財産を守るため、自主防災組織の育成強化や消防団員の確保、
消防団の活性化、自助・共助の防災意識を高める防災教育等を推進し、自助・共助・公助が
一体となった地域防災力の向上を図る。
　また、学校、家庭、地域、関係機関が連携した災害に強い学校とまちづくりを目指し、学
校が地域や市町村の防災組織と連携した、地域合同防災訓練の実施を推進する。

◦自主防災組織の育成	
◦消防団の充実の強化	
◦学校と地域の合同防災訓練実施の推進　等

自主防犯団体の数

現状値　2,447団体（26年） 　 増加を目指す（31年）

自主防災組織※のカバー率

現状値　58.8％（26年度） 　 80％（31年度）

重要業績評価指標（ＫＰＩ）

➡

➡

④ 安全に暮らせる地域づくり

千葉県地方創生「総合戦略」
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ウ　災害に強いまちづくりの推進
　災害時の道路ネットワークを確保するため、緊急輸送道路※等の改築、橋梁の耐震補強や
道路法面の防災対策を推進するとともに、河川・海岸・砂防施設※等の整備を進め、「安全
に暮らせる地域」を支える社会基盤を強化する。
　また、災害時に避難地等として機能する港湾緑地や県立都市公園の整備の推進を行うとと
もに、地震時においても最低限の公衆衛生の確保、公共用水域の水質が維持されるよう、流
域下水道施設の耐震化を推進する。
　さらに、自然災害から農山漁村地域の被害を未然に防止するため、農山村におけるたん水
防除※や地すべり等の防災対策、森林・海岸県有保安林の整備・管理、漁港における防潮堤
の整備などを実施する。

◦地域を支えるインフラ整備の推進	
◦農山漁村における自然災害対策の実施
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　人口減少・少子高齢社会においても、多様化し複雑化する県民ニーズに対し、持続可能な
形で行政サービスを提供していくため、県と市町村間における連携強化や県による市町村へ
の事務の補完に取り組むとともに、市町村間の連携の強化を図る。
　また、日常生活においては、生活圏が県境を越えて隣接都県に及ぶことも多いことから、
隣接都県との広域的な連携を推進する。

ア　県と市町村の連携強化・県による事務の補完
　人口減少社会の中にあっても、必要な行政サービスを確保するため、市町村ごと、あるい
は市町村間の連携では対応が難しい緊急性や専門性が高い業務や、県と市町村が連携して取
り組むことが効率的・効果的な共通性や広域性が高い業務等について、連携協約※の締結や
事務の代替執行※の制度をはじめとする様々な手法を用いた県と市町村の連携、県による市
町村の事務補完のあり方や仕組みの検討と具体化に取り組む。

◦市町村のニーズに応じた連携強化・事務補完の検討　等

イ　市町村間の連携強化
　市町村が行政サービスを持続可能な形で提供していくために、一部事務組合や事務の委託
等の従前からの事務の共同処理の仕組みに加え、地方自治法の改正により新たに創設された
連携協約の締結や事務の代替執行の制度をはじめとする様々な手法を用いた、市町村相互の
役割分担による広域連携の取組を支援する。

◦連携協約による広域連携の検討	
◦地域間交流や定住促進に向けた半島地域の広域連携の促進	
◦観光振興等に係る連携の検討

ウ　隣接都県との連携強化
　県民の日常生活においては、生活圏が千葉県のみならず、県境を越えて隣接都県に及ぶこ
とも多いことから、連携して取り組むことがより効率的・効果的業務等について取組を推進
する。
　特に、一都三県（東京都、埼玉県、神奈川県及び千葉県）における「高齢化」や「少子化」への
対応は、各都県のみならず、日本全体の将来像に大きな影響を与えることから、介護人材の
確保・定着や、地域において安心して子どもを生み育てられる環境づくり、働き方改革等に
ついて、一都三県で連携・協力した取組を推進する。

⑤ 地域連携の強化

千葉県地方創生「総合戦略」

69

（４）
〝
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
〟
が
か
な
う
千
葉
づ
く
り

3
戦
略
Ⅱ



　また、交通アクセスの向上により、アクアラインや圏央道で繋がる近隣都県との時間的距
離が短縮され、都県域を超えた周遊が可能となったことから、こうした優位性を発揮し、国
内外からの観光客を更に効果的に誘客するため、近隣都県との連携による観光誘客を促進す
る。

◦介護人材の確保・定着対策の促進	
◦新生児の都県域を越えた緊急搬送や、妊婦健康診査等の受診促進	
◦企業等への働き方改革の啓発	
◦帰宅困難者のための帰宅支援策の拡充	
◦観光誘客の促進　等
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総合戦略の
推進に当たって

4

　

　本戦略の実現に向け、各部次長級を構成員とする「千葉県地方創
生プロジェクトチーム」において、部局横断的に取り組むとともに、
市町村や関係機関等と連携を図り、地方創生の取組を推進していく。

　また、マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を活用し、毎年度、外部
有識者を含めて取組状況を検証するとともに、その結果に基づき、
必要な改善を次の施策に反映させる。

　なお、社会情勢の変化や検証結果などを踏まえ、必要に応じて総
合戦略の見直しを行うこととし、見直しに当たっては、県民をはじ
め、県議会、市町村、関係機関・団体などから広く意見を聞くこと
とする。

Plan： 数値目標・客観的な指標を設定した効果的な総合戦略を
策定する。

Do： 総合戦略に基づく施策を実施する。

Check： 数値目標や客観的な指標の達成度を通じて、総合戦略の
成果を客観的に検証する。

Action：検証結果を踏まえて施策を見直すとともに、必要に応じ
て、総合戦略を改訂する。

4
戦
略
の
推
進
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用語解説



あ行
ＩＣＴ
「情報通信技術」（Information and Communication Technology）の略です。
アクアライン料金引下げ
地域経済の活性化、首都圏の交流・連携等を通じ、千葉県のポテンシャルを更に高めるた
め、ＥＴＣ車を対象に普通車800円など、全日・全車種について東京湾アクアライン通
行料金の引下げを継続しています。
アグリトップランナー
年間販売額3,000万円以上の企業的経営体を指します。
預かり保育
幼稚園が正規の教育時間の前後や休業日などの課程外において、保護者の要請などにより、
希望する園児に対して教育活動を行うことです。
一時預かり
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を、保育所、幼稚園、認定
こども園その他の場所において一時的に預かることです。
インキュベーション施設
事業を始めようとするときに、低家賃の入居スペースの提供や、各種アドバイスが受けら
れる施設をいいます。
インバウンド
「入ってくる」という意味で、観光・旅行業関係では、訪日外国人旅行をいいます。
ＳＮＳ
Social Networking Serviceの略であり、インターネット上でコミュニティを形成し、ユー
ザー同士が様々な形でコミュニケーションできる会員制サービスのことで、人と人とのコ
ミュニケーションを促進・サポートするサービスです。
親の学びプログラム
家庭教育支援講座等の企画・運営に携わる人に向けた、魅力的な講座作りに役立つ講座展
開例と、多くの参加者を集めるための広報のポイントをまとめたプログラム集です。
オリンピック・パラリンピックムーブメント
スポーツ・文化・教育の側面を持つオリンピック・パラリンピックの価値や意義について、
普及・教育を行うことにより、スポーツ等を通じた共生社会や世界平和の実現を目指す活
動のことです。
温室効果ガス
赤外線（熱線）を吸収する作用を持つ気体（二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素など）の総称で
す。温室効果ガスがなければ、マイナス18℃にもなる地球は、温室効果ガスが大気中に
存在することで、地表の気温が平均15℃程度に保たれています。温室効果ガスの増加に

用語解説
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より、地球全体がまるで「温室」の中のように気温が上昇する現象が地球温暖化です。

か行
外環道（東京外かく環状道路）
都心から半径約15キロメートルの地域を連絡する全長約85キロメートルで、県内区間
延長12.1キロメートルの環状道路のことです。
外国人延宿泊数
県内を訪れた外国人の観光客・ビジネス客の宿泊日数の合計のことです。
海面漁業漁獲量
海面における漁労作業で採捕された水産動植物の重量のことです。
海洋再生可能エネルギー
再生可能エネルギーのうち、洋上風力、波力、潮力、海流、海洋温度差等、海域において
利用可能な再生可能エネルギーをいいます。
学校支援地域本部
学校と地域をつなぐコーディネーターが中心となり、地域住民や豊富な社会経験を持つ外
部人材等の協力を得て、様々な学校教育活動を支援する仕組み（本部）です。
観光入込客数
日常生活圏以外の場所へ旅行し、そこでの滞在が報酬を得ることを目的としない者のこと
で、観光地点及び行祭事・イベントを訪れた者の延べ人数で把握しています。
企業的経営体
雇用や新たな技術を導入し、効率的かつ安定的な農業経営を営む農業法人等の経営体を指
します。
北千葉道路
市川市から千葉ニュータウンを経て、成田市を結ぶ全長約43キロメートルの幹線道路で
す。
緊急輸送道路
大規模な地震が起きた場合における救助、物資の供給、諸施設の復旧など広範な応急対策
活動を広域的に実施するために指定する道路です。
グリーン・ブルーツーリズム
都市の人々が農山漁村生活や農林漁業体験を通じ地域の人々と交流したり、川や海・田園
景観などふるさとの風景を楽しむ余暇活動のことをいいます。
グローバル化
経済活動や人々の行動が地球的規模、地球的視野で行われるようになることです。
圏央道（首都圏中央連絡自動車道）
都心から半径約40キロメートル〜60キロメートルの地域を連絡する全長約300キロメー
トル、県内区間延長約95キロメートルの環状道路のことです。

千葉県地方創生「総合戦略」
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健康寿命
一生のうち、健康で支障なく、日常の生活を送れる期間のことです。
県都１時間構想
将来的に県内の主要都市から県都千葉市までの到達時間をおおむね1時間に近づけるとい
う目標に向けた道路網の整備構想です。
高規格幹線道路
自動車が高速で走れる構造で造られた自動車専用道路のことを指し、「高速自動車国道」及
び「一般国道の自動車専用道路」のことです。
公衆無線ＬＡＮ
公共の場で利用できる無線ＬＡＮ（電波でデータの送受信を行う通信網）のことをいいます。
高度衛生管理
鳥などの進入を防ぐ閉鎖型の施設整備や、入場時の消毒、容器を使用した荷捌きなどによ
り、高度な衛生管理をすることです。
子育て応援！チーパス事業
県全体で子育てをする機運を高め、子育て家庭の支援を図ることを目的とした事業であり、
対象家庭（県内の、妊婦又は中学生以下の児童がいる世帯）の方が協賛店で優待カード（チー
パス）を提示すると、割引、プレゼント等の様々な子育て応援サービスを受けることがで
きるものです。
コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）
保護者や地域の声を学校運営に直接反映させ、保護者・地域・学校・教育委員会が一体と
なってよりよい学校を作り上げていくことを目指す仕組みです。
コミュニティバス
地域住民の移動手段を確保するために市町村等が主体となって運行に関わっているバスの
ことです。
コンパクトなまちづくり
人口減少・高齢化や厳しい財政状況等の社会経済情勢の変化に対応するため、一定のエリ
アに商業、医療、福祉、行政などの各種サービス機能や居住の集積を目指したまちづくり
をいいます。

さ行
再生可能エネルギー
「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効
な利用の促進に関する法律」において、「エネルギー源として永続的に利用することができ
ると認められるもの」とされており、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱、
バイオマスなどをその範囲としています。

76

用
語
解
説



砂防施設
土石流、地すべり、がけ崩れ等による土砂災害から生命や財産を守る施設です。
事業承継
会社の経営を後継者に引き継ぐことです。経営者の高齢化などにより、今日の大きなテー
マとなっています。後継者には、親族や従業員だけでなく、他社や社外の個人も含みます。
事業所内保育
育児中の従業員の仕事と子育ての両立のため、事業所内又は事業所の敷地内又は近隣に設
置された保育施設において従業員等の子どもを保育することを言います。
事業引継ぎ支援センター
中小企業の事業承継に関する様々な課題解決を支援する公的相談窓口です。
自主防災組織
地域住民が自主的に連帯して防災活動を行う組織です。一般的に、自治会又は町内会単位
又はその下部組織として結成されることが多く、学校区単位やマンション単位でも結成さ
れることもあります。
自主防犯団体
地域の犯罪抑止のために自治会などが結成する組織のことです。
事前キャンプ
日本の気候（温度／湿度）、時差、環境／雰囲気、食事事情調査、本番に向け気分を高める
ために行う合宿。オリンピック直前、又は、数年前から実施される場合もあります。
市民活動団体
県民が自発的に地域や社会の問題を解決するために活動している団体で、ＮＰＯとも呼ば
れ、ＮＰＯ法人、ボランティア団体など任意団体等の総称のことをいいます。
事務の代替執行
都道府県や市町村が、他の都道府県・市町村の求めに応じ、その事務の一部を代理して処
理する制度です。小規模な市町村では処理が難しい事務などを、より柔軟に補完できるよ
うに、平成26年の地方自治法改正で設けられました。
社員いきいき！元気な会社宣言企業
仕事と家庭の両立を目指し、誰もがいきいきと働ける職場づくりに取り組んでいる県内の
事業所のうち、県において「社員いきいき！元気な会社」として登録・公表した事業所のこ
とを言います。
周産期医療
妊娠22週以降生後1週未満までの期間を周産期といい、この周産期を含む前後の期間は、
母子ともに異常が生じやすいことから、妊娠、出産から新生児に至るまで総合的に管理し
て母と子の健康を守るための医療です。

千葉県地方創生「総合戦略」
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周産期母子医療センター
高度な周産期医療に対応できる、産科と小児科（新生児医療を担当するもの）を組み合わせ
た医療施設で、都道府県の指定又は認定を受けたものです。
住宅ストック
社会資本としての既存の住宅など（の数）を表します。
集約型都市構造
中心市街地や主要な鉄道駅周辺等の拠点に、商業、医療、福祉、行政などの各種サービス
機能や居住の集積を図るとともに、これらの拠点に公共交通等でアクセスしやすい都市構
造をいいます。
周遊型観光
複数の観光地を移動し、宿泊地を変えながら観光を楽しむ旅行形態です。
集落営農
集落を単位として、農業生産の全部あるいは一部に共同で取り組むことです。
生涯大学校
55歳以上の人たちに対し、社会環境の変化に順応した能力を身に付けるための学習機会
を提供することにより、仲間づくりを図るとともに、学習成果を地域活動に役立てるなど
社会参加による生きがいの高揚及び地域活動の担い手となることの促進を目的に、県内5
地域に設置しています。
小規模保育事業
保護者の就労などにより、保育を必要とする乳幼児（主に0〜2歳児）を保育する、利用定
員が6人から19人までの小規模な保育事業所です。
小児救急医療拠点病院
広域を対象に、小児科医が24時間体制で小児救急患者を受け入れる、二次救急医療の拠
点となる病院のことです。
ジョブカフェちば
正社員として働くことを希望する15歳から39歳までの若者に対する就職支援及び中小
企業の採用活動を支援する施設です。
信用保証協会
中小企業者が金融機関から事業資金の融資を受ける際に、「公的な保証人」となって金融の
円滑化を図ることを目的として設立された信用保証協会法に基づく認可法人です。
水源かん養
森林の土壌が雨水を貯え、河川へ流れ込む水の量を調節して洪水を防ぐとともに、川の水
量を安定させる機能のことです。雨水が森林土壌を通過することにより、水質が浄化され
ます。
スポーツコンシェルジュ
東京オリンピック・パラリンピックの事前キャンプ等の誘致や、県内におけるスポーツツー
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リズムの推進を図るため、千葉県が設置した情報の提供など各種支援をワンストップで行
う窓口のことです。
スポーツツーリズム
プロスポーツの観戦やスポーツイベントへの参加と、開催地周辺の観光とを融合させ、交
流人口の拡大や地域経済への波及効果などを目指す取組のことをいいます。
製造品出荷額等
1年間（1〜12月）における製造品出荷額及び加工賃収入額等の合計で、消費税額を含ん
だ額をいいます。
ソーシャルメディア
Twitter、FacebookなどのＳＮＳ、電子掲示板（ＢＢＳ）やブログ、動画共有サイト、ショッ
ピングサイトの購入者評価欄など、インターネット上で、個人による情報発信や個人間の
コミュニケーション、人の結びつきなど社会的なつながりを利用して情報を流通させるメ
ディアのことです。

た行
たん水防除
大雨などにより地表が停滞状態の水で覆われる（たん水）ことを防止すること。具体的な対
策として、排水機場や排水路を整備するたん水防除事業などが挙げられます。
地域子育て支援拠点施設
乳児及びその保護者が相互の交流を行う場所として市町村等が開設した施設であり、子育
てについての相談、情報提供等を行うものです。
地域資源
地域の特産物（農林水産物、工業品及びそれらの生産技術）や観光資源として相当程度認識
されているものをいいます。
地域しごと支援事業
県外からの転職希望者、若年者等が県内で就職することを促進するため、「地域しごと支
援センターちば」を設置し、県内各地のしごとや暮らし情報などを一元的に収集・提供し
たり、県内企業との交流イベントなどを実施する事業です。
地域分散型エネルギー
地域に様々な形で分散している電気・熱エネルギー等の総称であり、従来の大規模・集中
型エネルギーに対する相対的な概念です。
地域包括ケアシステム
市町村が定める日常生活圏域において、高齢者が要介護状態になっても、在宅医療、訪問
介護・看護などの介護サービスや、見守り・配食等の様々な生活支援サービスの提供を受
けながら、住み慣れた地域において暮らし続けることを目指すものです。

千葉県地方創生「総合戦略」
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地域未来塾
経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に身
についていない中学生等を対象に、大学生や教員ＯＢなど地域住民の協力やIＣＴの活用
等により実施する学習支援です。
チーバくん大使
県内の観光、文化、生活等の魅力を母国語で海外に向けて発信するために知事が任命した
県内在住外国人等のことです。
知事によるトップセールス
知事が自らの発信力を活用して千葉県の魅力を売り込むことをいいます。
千葉アイデンティティー
県民が千葉県に対する愛着や誇りを持ち、千葉県民であると意識することです。
ちばエコ農業
自然環境に与える負荷の軽減と、消費者の求める安全・安心な農産物の供給体制を作るた
め、通常と比べて農薬や化学肥料を2分の1以上減らした栽培を行う産地を指定し、これ
らの産地などで栽培された農産物について県独自の認証を行う制度のことです。
ちばＳＳＫプロジェクト
「しない」のＳ、「させない」のＳ、「孤立化！」のＫ、それぞれの頭文字を取って記号化した
もので、自分自身が「孤立化しない」、自分の周りの誰かを「孤立化させない」というメッセー
ジが込められています。県では、県民一人ひとりが孤立化防止に向けた具体的な行動を起
こすきっかけづくりのため、県民シンポジウムやＤＶＤ作成などの啓発プロジェクトや民
間事業所との協定締結を実施しています。
千葉県ジョブサポートセンター
千葉県と国（ハローワーク）が協力して、主に中高年齢者や子育て中の女性の再就職に向け
た様々な支援を行う施設です。
千葉県中小企業振興資金
県内中小企業者を対象とし、金融機関や信用保証協会等の協力のもと、低利かつ長期固定
金利で借入れできる融資制度です。
ちば新事業創出ネットワーク
産学官連携や企業間連携を通じて、新たな社会的ニーズや課題に対応する技術・製品等の
研究開発・事業化を促進するために、分野横断的な研究開発を支援するためのベースとな
るネットワーク組織です。
ちばバリアフリーマップ
車いすを利用している方々をはじめ、視覚障害者、聴覚障害者、高齢者、妊産婦、幼児連
れなどの方が、外出する際に、安心して様々な活動に参加していただけるよう、県内の様々
な施設のバリアフリー情報を紹介するホームページです。
【 http://wwwp.pref.chiba.lg.jp/pbbfmap/】
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ちば文化
古くから伝えられた文化、様々な交流によってもたらされた文化、県内各地で取り組まれ
ている新しい文化などが、互いに触発することで、醸成される、多様で豊かな文化です。
ちば保育士・保育所支援センター
県の保育士人材を安定的に確保するため、「千葉県福祉人材センター」内に設置した施設で、
保育士再就職支援コーディネーターを配置し、保育所に関する募集状況の把握、求職者ニー
ズにあった就職先の紹介・あっせん、潜在保育士等の就職相談や現場復帰に向けた研修等
を実施するものです。
中小企業地域資源活用プログラム
地域の中小企業が地域資源（農林水産物、産地の職人の技、観光資源等）を活用して行う新
たな事業展開の推進を図るための、国の支援制度です。
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
介護を必要とする方の在宅生活を支えるために、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看
護を一体的に又はそれぞれに密接に連携しながら、定期巡回型訪問と随時の対応を行う
サービスです。
デジタルミュージアム
県立博物館・美術館の収蔵資料に解説文を付し、インターネット上でストーリー性のある
展示を行っています。
特別養護老人ホーム
65歳以上の者であって、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要と
する者（いわゆる重度の要介護高齢者）であり、在宅において適切な介護を受けることが困
難な者が入所する施設です。施設サービス計画に基づき、入浴・排せつ・食事などの介護
その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行います。
都市計画区域マスタープラン
都市として一体的に整備、開発及び保全すべき都市計画区域全域を対象として、県が広域
的な視点に立ち定める、都市計画の基本的な方針をいいます。
都市ボランティア
競技開催都市や会場関連自治体が主体となって組織し、空港や主要駅、観光地など大会関
係会場以外の場所で、国内外からの観戦客・観光客等に交通案内や観光案内等を行うボラ
ンティアのことです。

な行
成田空港活用協議会
成田空港の高まるポテンシャルを千葉県経済の活性化につなげるため、県内の経済団体や
民間の事業者、行政など、幅広い団体が参加し、平成25年７月に設立されました。成田
空港からの人・物の流れを県内に取り込むための事業を官民連携して行っています。

千葉県地方創生「総合戦略」
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二次交通
空港や鉄道駅などの交通拠点から目的地までのバスやタクシーなどの交通手段のことをい
います。
二地域居住
都市住民が、本人や家族のニーズ等に応じて、多様なライフスタイルを実現するための手
段の一つとして、農山漁村等の同一地域において、中長期（1〜3か月程度）、定期的・反
復的に滞在すること等により、当該地域社会と一定の関係を持ちつつ、都市の住居に加え
た生活拠点を持つことをいいます。
ニューツーリズム
従来の物見遊山的な観光旅行に対して、テーマ性が強く、人や自然とのふれあいなど体験
的要素を取り入れた新しいタイプの旅行をいいます。
認定こども園
小学校就学前の子どもに、幼児教育や保育、地域における子育て支援を一体的に提供する
施設として、都道府県、政令市、中核市の認可や認定を受けた施設をいいます。
年間商品販売額
1年間（4月〜翌年3月）における商品の販売額で、消費税額を含んだ額をいいます。
農業水利施設
農地に農業用水を供給する用水施設（ダム、ため池、揚水機場、用水路など）及び農地から
不要な水を河川に流す排水施設（排水機場、排水路など）のことです。
農商工連携
中小企業者と農林漁業者が連携して行う新商品・新役務開発等をいいます。
農地中間管理機構
担い手への農地集積・集約化を図るため、農地の出し手と受け手の間に立ち、農地の中間
的受け皿となる組織で、千葉県では公益社団法人千葉県園芸協会を、農地中間管理事業の
推進に関する法律に基づき指定しています。
ノンステップバス
出入口の段差をなくし乗降を容易にしたバスのことです。

は行
バイオマス
再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたものを指します。
伴走型経営支援
小規模事業者の課題を自らの課題として捉え、事業計画の策定を支援し、その着実なフォ
ローアップを行う経営支援のことです。
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病児保育
保育を必要とする乳児・幼児又は保護者の労働若しくは疾病その他の事由により家庭にお
いて保育を受けることが困難となった小学校に就学している児童であって、疾病にかかっ
ているものについて、保育所、認定こども園、病院、診療所その他の場所において保育を
行う事業です。
保育所等待機児童
保育所等の利用申し込みを行っているが、施設を利用していない児童をいいます。（ただし、
既に保育所に入所していて転園希望が出ている場合、特定の保育所を希望し保護者の私的
な理由で待機している場合などは待機児童には含めません。）
放課後子供教室
子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）づくりのため、小学校の余裕教室等を活用し、
地域の方々の参画を得て、勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を行う取
組です。
放課後児童クラブ
就労などにより、保護者が昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後に児童館や小学
校の余裕教室などを利用して適切な遊びや生活の場を与え、その健全な育成を図るもので
す。
訪日教育旅行
海外の主に中学・高校から日本への修学旅行のことで、日本国内の学校等を訪問し、学校
交流等をする教育旅行のことです。 
防犯ボックス
県・警察・市町村・地域住民との連携による新たな防犯体制を確立し、自主防犯団体等と
連携して見守り・パトロール活動等の防犯対策を推進するための地域防犯活動の拠点のこ
とです。
ポートセールス
港湾の利用促進を図るため、船舶や貨物を誘致する広報・宣伝活動のことです。
ほ場
田、畑など農作物を栽培する土地。農地の別称。
ホスピタリティ
おもてなしの心のことです。
ボランティア
社会の課題解決のため、自発的な意思に基づき、原則として無償で社会貢献活動を行う個
人を指します。その特徴としては、一般に「自発性」、「利他性」、「無償性」、「先駆性」が挙
げられます。

千葉県地方創生「総合戦略」
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ま行
ＭＩＣＥ
企業等の会議（Meeting）、企業等が行う報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国際会議
（Convention）、イベント・展示会・見本市（Event/Exhibition）の頭文字で、多くの集客
交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称です。
マザー工場
製造ノウハウ・研究開発など拠点となる工場をいいます。

や行
ＵＩＪターン
大都市圏から地方に移住する形態の総称で、Uターンは出身地に、Jターンは出身地近く
の地方都市に、Iターンは出身地とは別の地域に移住する形態を指します。 

ら行
ライフサポートファイル
障害のある子どもについて、ライフステージごとに支援の担い手が変わりやすい移行期に
おいても一貫した支援が継続されるよう、家族や関係機関が共に関わることのできる情報
伝達ツールとして、本人に関する様々な情報や支援内容を記録し、関係機関等の支援計画
を1冊にまとめたファイルです。
立地適正化計画
商業、医療、福祉、行政などの各種サービス施設や住宅の立地、公共交通の充実等に関し
て、市町村が都市全体の観点から作成する包括的なマスタープランをいいます。
連携協約
都道府県や市町村が、他の都道府県・市町村との間で、基本的な方針や役割分担を定めた
協約を結び、連携して事務を処理する制度です。より簡素で効率的な相互協力ができる仕
組みとして、平成26年の地方自治法改正で設けられました。
六（6）次産業化
1次産業の担い手である農林漁業者が、2次産業（加工）・3次産業（流通・販売）に取り組み、
生産物の高付加価値化、経営の多角化を進めることです。
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参考資料



１　総合戦略等策定の経緯

平成27年度

4月17日 千葉県地方創生プロジェクトチーム会議（※）①

5月22日 千葉県地方創生プロジェクトチーム会議②

5月26日〜6月3日 市町村との意見交換会（地域振興事務所単位）

6月8日 千葉県地方創生総合戦略策定懇談会①
「人口ビジョン骨子（案）」、「総合戦略骨子（案）」の公表

6月12日〜7月7日 市町村へ「総合戦略骨子（案）」を意見照会

7月22日 千葉県地方創生プロジェクトチーム会議③

8月28日 千葉県地方創生プロジェクトチーム会議④

9月14日〜9月25日 市町村との意見交換会（地域振興事務所単位）

9月15日 千葉県地方創生総合戦略策定懇談会②
「人口ビジョン（案）」、「総合戦略（案）」の公表

9月15日〜9月29日 市町村へ「人口ビジョン（案）」、「総合戦略（案）」を意見照会

9月16日〜10月6日 「人口ビジョン（案）」、「総合戦略（案）」に関するパブリックコメ
ントの募集

10月28日 千葉県地方創生プロジェクトチーム会議⑤

10月30日 「人口ビジョン」、「総合戦略」を決定

（※）千葉県地方創生プロジェクトチーム
　　チームリーダー：総合企画部次長
　　チーム員：各部の次長
　　オブザーバー：各地域振興事務所長
　　所掌：人口ビジョン、総合戦略の策定及び推進に係る重要事項に関すること
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２　千葉県地方創生総合戦略策定懇談会委員名簿

　氏　　名 所　　　属

◎ 明
あ か し

石　　要
よう

一
いち 千葉敬愛短期大学　学長

飯
いい

田
だ

　　重
しげ

行
ゆき 公益社団法人千葉県観光物産協会　専務理事

大
おお

澤
さわ

　克
かつ

之
の

助
すけ 株式会社千葉日報社　常務取締役　総務局長

木
き

原
はら

　　　稔
みのる 一般社団法人千葉県商工会議所連合会　専務理事

久
く

保
ぼ

　美
み

和
わ

子
こ 社会福祉法人千葉県社会福祉協議会　副会長

○ 小
こ

柴
しば

　　祥
しょう

司
じ 千葉県市長会　事務局長

千葉県町村会　常務理事

小
こばやし

林　　千
ち

佳
か 東日本旅客鉄道株式会社千葉支社総務部　企画室長

鈴
すず

木
き

　みゆき 和洋女子大学人文学群　教授

武
たけ

田
だ

　將
まさ

次
じ

郎
ろう 千葉県旅館ホテル生活衛生同業組合　理事長

立
たて

野
の

　　嘉
よし

明
あき 株式会社千葉興業銀行　常務執行役員

遠
とお

山
やま

　　宏
ひろ

幸
ゆき 株式会社千葉銀行　地域情報部長  

能
のう

城
じょう

　　　勝
まさる

　 千葉県農業協同組合中央会　専務理事

花
はな

﨑
ざき

　　幸
こう

一
いち 一般社団法人千葉県バス協会　専務理事

林
はやしだ

田　　博
ひろ

史
し 日本労働組合総連合会千葉県連合会　事務局長

深
ふか

谷
や

　　信
しん

介
すけ 株式会社博報堂　博報堂ブランドデザイン

スマート×都市デザイン研究所　所長

藤
ふじ

沢
さわ

　　久
く

美
み シンクタンク・ソフィアバンク　代表

丸
まる

　　　次
つぐ

男
お 株式会社京葉銀行　常務取締役成長戦略推進部長

（敬称略・50音順、◎座長、○副座長）

役職は委員就任依頼時（平成27年５月）
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